
教育課程研究 センター・ 生徒指導研究センター

関係研究指定 校等事業便覧

(平 成17年 度)

国立教育政策研究所

教育課程研究センター
生徒指導研究センター



は じ め に

国立教育政策研究所教育課程研究センター及び生徒指導研究セ ンターにおいて

は,教 育課程 実施 状況調査 等 の調査や各種指導資料の作成等 とともに,指 定校 ・

指 定地域 にお ける実践 的な調査研究を推進す る指定校 ・指定地域事業を実施 して

お ります。 これ らの指定校等事業については,中 央教育審議会答 申 「今後 の地方

教 育行政の在 り方について」(平 成10年)の 趣 旨を踏 まえ,国 と しての取組 が

不可欠 な ものに限定す るとともに,指 定 した学校 にお ける研 究 の一層 の充実を図

り・その成果については,積 極 的な活用 を図 る こと としてお ります。

このため,研 究 テーマ を明確 に示す ことによ り,研 究の焦点化 を図 る とともに,

各種調査 の結果 な どを踏 まえて,研 究テーマ の見直 しや新規 事業 の創設等の改善

を行い,全 国 の学校等 によ り参考 とな るよ うな実践的な研究を進めることとして

お ります。平成17年 度 においては,新 た に「 我 が国の伝 統文化 を尊 重す る教育

に関す る実践モデル事業」を創設するとともに,「 教育課程研 究指 定校 事業」 の

研 究主題の見直 しを行 うなど,事 業 の内容 の改 善 ・充実 を図 ってお ります。

加 えて,指 定 を行 った後 も,両 セ ンター にお いては,協 議会 の開催,参 考 資料

の提供 な ど,研 究指 定校 等 にお ける研 究が よ り充実 したもの となるよ うな取組 を

行ってお りますが,さ らに効果的 な研究 が進 め られ るためには,そ れ ぞれ の指 定

校等 に関わ る関係 者が,事 業 の趣 旨や研究 テーマ等 を常 に確認するとともに,両

セ ンター とも密接 な協力 関係 をもって研究を進 めていただくことが重要であると

思われます。また,指 定校 等問の交流が活発 に行われることも有意義なことと考

えられます。

このため,本 年度 も両セ ンターが担 当 している研究指定校等事業の便覧 を作成

致 しました。 この冊子には実施要項や協議会で配布 した参考資料等を掲載 してお

ります。 この冊子を活用す ることによって,各 指 定校等 にお け る研 究 の充 実が図

られ るとともに,全 国の学校等 の参考 にもなる ことを期待 してお ります。
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Ⅱ各 指 定 事 業 に つ い て

1教 育課程研究指定校事業
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(1)平 成17・18年 度教育課程研究 指定校事 業実施要項

1趣 旨

幼稚 園,小 学校,中 学 校,高 等 学校及 び 中等 教 育学校(以 下 「学校 」 とい う。)に

お け る教育課程 及 び指導 方法 等 について調査研究 を行い,も って学校 教 育の改 善充実

に資す る。

2研 究指 定校事 業の委囑

(1)都 道府 県教 育委 員会,都 道府 県知 事 又 は附属学校 を置 く国立大学法人学長は,都

道 府県教 育委員会 にあ っては域 内又は所管の学校,都 道府 県知 事に あって は所 轄 の

学 校,附 属 学校 を置 く国 立大学法 人学長 にあっては所管の学校の うち,教 育課 程研

究指 定校 による研究 の希望がある場合には,適 切 な学校 を選 定 し,別 紙様i式に より,

国立教育政策研 究所 に提 出す るもの とす る。

(2)国 立教育政策研 究所 は,上 記(1)に よ り提 出 のあ った内容 を審査 し,本 事業 の

委 嘱が適 当 と認 めた場 合,別 途定 める実施計画 書 の提 出 を求める。

(3)国 立教育政 策研 究所 は,上 記(2)に よ り提 出 のあ った実施計 画 書が適切である

と認めた場合,公 立 学校 にあ って は都 道府 県教 育委員会,私 立学 校 にあ っては 当該

学校 の設 置者,国 立大学 法人 附属学校 にあ っては当該国立大学法人学長(以 下 「都

道府県教育委員 会等」 とい う。)に 本 事業 を委 嘱す る。

3研 究期間

研究期 間は,原 則 と して2か 年 とす る。

(研究主題 ①,④,⑦,⑨ の研 究期 間 は,平成16～17年 度 の2か 年 とす る。)

4指 定校数

80校 程度 とす る。

5研 究主題

研 究指 定校は,国 立教 育政 策研 究所 が設 定 した別紙に掲 げる研究主題に関 し,研 究

を行 うもの とす る。

6研 究指定校の運営等

(1)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,国 立教育政策研究所 と密接な連絡をとり,

その援助と助言を受けて調査研究を行 うものとする。

(2)研 究指定校は,校 内の研究体制を整備 し計画的,継 続的に研究を進め,研 究結果

報告を都道府県教育委員会等に提出するものとする。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,第1年 次の終了時に研究の中間報告書を,

研究の終了時に研究成果報告書を,都 道府県教育委員会及び国立大学法人学長にお

いては直接,私 立学校の設置者においては当該都道府県知事を経由して,国 立教育

政策研究所に提出するものとする。

(4)国 立教育政策研究所は,研 究の円滑な実施に資するため,連 絡協議会並びに研究

協議会を開催する。
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7経 費

(1)国 立 教育 政 策研 究所 は,予 算 の範 囲 内で,各 年度 毎 に研二究 に必要 な所 要額を都道

府県教育委員会等か らの請求に基づいて支払 うものとす る。

(2)委 嘱金 の支 払 い の対象 とな る経費 及び各経費項 目への配分額は,実 施 計画書 の と

お りと し,変 更す る場合 は あ らか じめ国 立教育政策研究所に報告 し,そ の指示 を受

ける もの とす る。 ただ し,各 経 費項 目にお け る配分額 の変更増減が委嘱金額の20

%以 内 の場 合 には,こ の限 りで はない。

(3)委 嘱 を受 け た都 道府 県教 育委員 会 等は,各 年度 終 了後 速や かに別途 定 める収支精

算書を,都 道府 県教 育委員 会及 び国 立大学法人学長 においては直接,私 立学校 の設

置者 にお いて は当該都道府県知事 を経由 して,国 立教 育政 策研 究所 に提 出す るもの

とす る。

8そ の他

国立教育政策研究所は,必 要に応 じて,研 究の実施状況及び経費の処理状況につい

て実態調査を行 う。
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別添別紙

平成17・18年 度教育課程研究 指定校研究主題

(1)幼 稚 園

※① に つ い て は, 平成16年 度 に指 定 した園のみが研究 を行 う。

① 一人一人に応 じたきめ紹やかな指導 を行 うための指導体制 ・指導方法につ いて

の研究

幼児一人一人 に応 じたきめ細かな指導を行 うための指導体制や指導方法の工

夫が求められている。 このため,幼 稚 園全 体 の協力体制 をつ く りなが ら,一 人
一 人 に応 じた き め細 か な指導を行 うため

,テ ィー ム保 育 を どの よ うに展開 すべ

きかについて研究する。

② 幼児期にふ さわ しい知的発達を促す 教育を行 うための教育課程についての研究

幼稚園においては,幼 児が,周 囲の環 境や 友達 と直接 かか わ る中で,好 奇 心

や 探 究心 を抱 き,物 事 の法則性 に気 付 いた り,文 字や 数 量 に対 す る感 覚 を磨 き

その記号的意味 に気付いた りす るな ど,幼 児 期 にふ さわ しい知 的発 達 を促す教

育を行 う必要がある。 このため,幼 児期 にふ さわ しい知 的発 達 を促す教育の教

育課程への位置づけについて研 究す る。

(2)小 学 校

※④ にっ い て は. 平成16年 度 に指 定 した小学校 のみが研 究 を行 う。

③ 学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する研究

[募集教科等]

国語社会 算数 理科 生活 音楽 図画工作 家庭 体育 特別活動

[研究内容]

次のことを踏まえて,学 習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工

夫改善に関する各教科等における研究課題 を設定し研究する。

○教育課程審議会答申(平 成10年7月29日)で 示された各教科等の 「改

善の基本方針」及び 「改善の具体的事項」など学習指導要領改訂による改

善点や,学 習指導要領改訂にともない指導の改善が求められていることな

どを踏まえた指導方法の工夫改善に関すること

○小学校教育課程実施状況調査の結果から明らかになった指導上の課題に関

すること

○指導と評価の一体化やそのための教師の指導力の向上などに関すること

なお,当 センターの事業である 「全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る

研究指定校事業」で明らかになった指導上の課題等,特 に研究する必要が生じ

た課題についても研究を依頼することがある。

④ 学校図書館との連携を深めた教科等の指導の在 り方に関する研究

各教科等において学校図書館を計画的に活用 した教育活動の展開を進めるた

め,司 書教諭等 との協力をもとに,学 校図書館の蔵書等の利用や学校図書館で

の学習を中心とした学習指導の在 り方を研究する。
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(3)中 学校

※⑦ につ いて は, 平成16年 度 に指 定 した中学校 のみ が研究 を行 う。

⑤ 学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する研究

[募集教科等］

国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健体育 技術 ・家庭 外国語

特別活動

[研究内容]

次のことを踏まえて,学 習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工

夫改善に関する各教科等における研究課題を設定 し研究する。

○教育課程審議会答申(平 成10年7月29目)で 示された各教科等の 「改

善の基本方針」及び 「改善の具体的事項」など学習指導要領改訂による改

善点や,学 習指導要領改訂にともない指導の改善が求められていることな

どを踏まえた指導方法の工夫改善に関すること

○中学校教育課程実施状況調査の結果から明らかになった指導上の課題に関

すること

○指導と評価の一体化やそのための教師の指導力の向上などに関すること

なお,当 センターの事業である 「全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る

研究指定校事業」で明らかになった指導上の課題等,特 に研究する必要が生じ

た課題についても研究を依頼することがある。

⑥ 選択教科の開設 ・運用に関する研究

生徒の特性等に応 じた多様な学習活動が展開できるようにするため,選 択教

科の開設 ・運用に関し,3年 間を見通 した教育課程全体の中での選択教科の開

設の在 り方,選 択教科の内容(課 題学習,発 展的な学習,補 充的な学習など)

及び必修教科や総合的な学習の時間との関連,効 果的な指導方法や評価の在 り

方などについて研究する。

⑦ 学校図書館 との違携を深めた教科等の指導の在 り方に関する研究

各教科等において学校図書館を計画的に活用 した教育活動の展開を進めるた

め,司 書教諭等 との協力をもとに,学 校図書館の蔵書等の利用や学校図書館で

の学習を中心とした学習指導の在 り方を研究する。

(4)高 等 学校

※⑨ につ い て は,平 成16年 度 に指 定 した高等学校のみ が研 究を行 う。

⑧ 学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する研究

[募集教科等]

※高等学校は,教 科で指定するが,1教 科の中で複数科目の研究を原則 とす

る。ただ し,芸 術は科 目で指定する。
・普通教育に関する各教科

国語 地理歴史 公民 数学 理科 保健体育

芸術(音 楽,美 術,工 芸,書 道)外 国語 家庭 情報
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農業 工業 商業 水産 家庭 看護 情報 福祉
・特別活動



[研究内容]

次のことを踏まえて,学 習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工

夫改善に関する各教科等における研究課題を設定し研究をする。

○教育課程審議会答申(平 成10年7月29日)で 示 された各教科等の 「改

善の基本方針」及び 「改善の具体的事項」など学習指導要領改訂による改

善点や,学 習指導要領改訂にともない指導の改善が求められていることな

どを踏まえた指導方法の工夫改善に関すること

○高等学校教育課:程実施状況調査の結果から明らかになった指導上の課題に

関すること

○指導と評価の一体化やそのための教師の指導力の向上などに関すること

なお,当 センターの事業である 「全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る

研究指定校事業」で明 らかになった指導上の課題等,特 に研究する必要が生 じ

た課題についても研究を依頼することがある。

⑨ 学校図書館との連携を深めた教科等の指導の在 り方に関する硫究

各教科等において学校図書館を計画的に活用 した教育活動の展開を進めるた

め,司 書教諭等との協力をもとに,学 校図書=館の蔵書 等の利用や学校図書館で

の学習を中心とした学習指導の在 り方を研究する。
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(2)教 育課程研究 指定校における研究主題及び異体的な研究課題

③⑤⑧学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する醗究(小 ・中 ・高等学校)

【研究 主題について】

学習指導要領の趣 旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関す る各教科等 における研究課題 を設

定 して研 究を行い、その成果を普及できるよ うにす る。

【体的な爾究課題】

研究に当た っては、下の研 究課題例や児童生徒の実態を踏まえて、研 究に取 り組む教科等 における研

究課題を具体的に設定する とともに、研究方法 も明 らかにする。また、研究に取 り組む前後の児童生徒

の実態や変容 について も記録 し、その変容が生 じた取組について考察 して、その成果 を他校等における

指導の改善に生かす こ とができるようまとめる。

○取 り上げ報告す る研究課題例

①教育課程審議会答 申(平 成10年7,月29日)で 示 された各教科等の 「改善の基本方針」及び 「改

善の具体的事項」 など学習指導要領改訂 による改善点や,学 習指導要領改訂に ともない指導の改善

が求め られていることなどを踏まえた指導方法の工夫改善に関す ること。

②小学校(中 学校又は高等学校)教 育課程実施状況調査の結果か ら明 らかになった指導上の課題に関す

ること。

③ 国際調査等の諸調査の結果から明らか になった指導上の課題に関す ること。

④ 「全国的 かつ総合的な学力調査の実施 に係 る研究指定校事業」(教 育課程研 究センター事業)等 で明

らかになった指導上の課題等 に関すること。

⑤指導 と評価の一体化や そのための教師の指導力の向上などに関す ること。

な ど
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⑥ 選択教科の開設 ・運用 に関する研究(中 学校）

【研究主題について】

生徒の特性等に応 じた多様な学習活動が展開できるよ うにす るため,選 択教科の開設 ・運用に関 し,3

年間を見通 した教育課程全体の中での選択教科の開設 の在 り方,選 択教科 の内容(課 題学習,発 展的な学

習,補 充的な学習)及 び必修教科や総合的な学習の時間 との関連,効 果的な指導方法や評価の在 り方な ど

について研究す る。

【体的な観究課題】

研 究に当たっては,県(地 域,郡 市)内 の学校 にお ける選択教科の開設 ・運 用(時 間数等)の 実態を把

握 した上で,自 校 における選択教科 の開設 ・運用の考 え方 を明確にする。

○取り上げ報告する研究課題

①選択教科の体系的な指導のための年間指導計画(3年 間を見通 した)の 作成 とその効果

②課題学習,補 充的な学習や発展的な学習など生徒の特性等に応じた多様な学習活動を効果的に行うた

めの教材開発と指導の工夫改善及びその効果

③必修教科と選択教科との効果的な関連の図り方とその効果(必 修教科における効果)

④総合的な学習の時間と選択教科 との効果的な関連の図り方及びその効果(総 合的な学習の時間におけ

る効果)

⑤選択教科における評価規準の設定と評価方法の工夫改善及び評価結果
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④⑦⑨学校図書館 との連携 を深めた教科等の指導の在 り方に闘する研究(小 ・中 ・高等学校)

【究 主題について】

各教科等において学校図書館を計画的に活用 した教育活動の展開を進めるため,司 書教諭等 との協

力 をもとに,学 校図書館の蔵書等の利用や学校図書館での学習を中心 とした学習指導の在 り方を研究

す る.

【体的な蕨究課題】

研究に当たっては,県(地 域,郡 市)内 の学校にお ける学校図書館 との連携を深めた実態 を把握 した

上で,自 校 における学校図書館の活用を図った教科等の指導の在 り方 に関す る研究の考え方 を明:確にす

る。

○取り上げ報告する研究課題例

①教科等における学校図書館の効果的な利用や活用に関する指導計画の研究

②学校図書館の効果的な活用を図った教科等の指導法の研究とその効果

③教科等の指導充実のための学校図書館の蔵書,各 種資料や ソフトウェア,コ ンピュータ等情報手段の

整備と効果的な活用の在り方についての研究

④教科等の指導を充実するための司書教諭等を生かした指導組織体制の在り方に関する研究

など
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(3)平 成17年 度教育課程研究指定校事業観究指定校一覧
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平成17年 度教育課程研究指定校事業研究指定校一一覧(校種別)

研究主題①:一人一人に応じたきめ細やかな指導を行うための指導体制・指導方法についての研究

研究主題②:幼児期にふさわしい知的発達を促す教育を行うための教育課程についての研究

研究主題③:学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する研究

研究主題④:学校図書館との連携を深めた教科等の指導の在り方に関する研究

一一17一

[幼稚 園]

[小学校]



研究主題⑧:学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する研究

研究主題⑨ 学校図書館との連携を深めた教科等の指導の在り方に関する研究

一18一 一

平成17年度教育課程研究指定校事業研究指定校一覧(校種別)

研究主題⑤:学習指導要領の趣旨を具体化するための指導方法の工夫改善に関する研究

硯究主題⑥:選択教科の開設・運用に関する研究

研究主題⑦=学校図書館との連携を深めた教科等の指導の在り方に関する研究

[中学校

［高等学校］
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平成17年 度教膏課程研究指定校事業観究指定校一覧(研究主題等別)

[幼稚園①〕

[幼稚園②]

[小学校③国語]

[小学校③社会]

[小学校③算数〕

[小学校③理科]

[小学校③生活]

[小学校③音楽]

[小学校③図画工作]

[小学校③家庭]

[小学校③体育]

[小学校③特別活動】



平成17年 度教育課程研究指定 校事業研究指定 校一一覧(研究主題等別)

一20一

[中学校⑤国語]

[沖 学校⑤社会]

[中学校⑤数学]

[中学校⑤理科]

[中学絞⑤音楽]

[中学校⑤美術]

[中学校⑤保健体育]

[中学校⑤技術・家庭]

[中望校⑤外国語]

[中学校⑤特別活動]



平成17年 度教育課程研究 指定校事業研究指定 校一一覧(研究主題等別）
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[高等学校⑧国語]

[高等学校⑧地理歴史]

〔高等学校⑧数学]

[高等学校⑧理科]

[高等学校⑧保健体育]

[高等学校⑧芸術〕

[高等学校⑧外国語]

[高等学校⑧家庭(普通教科月）]

[高等学校⑧工業]

[高等学校⑧商業]

[高等学校⑧水産]

[高等学被⑧看護]

[高等学校⑧情報]

[高等学校⑧福祉]

〔高等学校⑧特別活動]
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平成17年 度教育課程研究 指定校事業研究指定 校一覧(研究主題等別)

[中学校6選 択教科］

[小学校④学校図書館］

[中学校⑦学校図書館］

[高等学校⑨学毯図書館］



(4)担 当 官
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【幼稚園①②】

【小学校③】
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【中学校⑤】
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【高等学校】



【中学校⑥選択教科】

【小学校④ 中学校⑦,高 等学校⑨学校図書】
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2全 国的かつ総合的な学力調査の

実施に係 る研究指定校事業
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(1)平 成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業実施要項

1趣 旨

新学習指導要領に定める目標等の実現状況等について実践的な調査研究を行い,今 後

の教育課程や学校における指導の改善に資する。

2研 究指 定校事業 の委嘱

(1)都 道府 県教 育委員会,都 道府 県知事又 は附 属学校 を置 く国立大学法人学長は,都 道

府 県教 育委員会 にあって は域 内又は所管の学校,都 道府県知事 にあって は所轄の学校,

附属学校 を置 く国立大 学法人学長 にあっては所管の学校の うち,全 国的 かつ総合的 な

学 力調 査 の実施に係る研究指定校(以 下 「研 究指 定校」 とい う。)に よる研 究の希望

があ る場合 には,適 切 な学校 を選定 し,別 紙様 式 によ り,国 立教育政策研究所 に提 出

す るもの とす る。

(2)国 立教 育政策研 究所 は,上 記(1)に よ り提 出 のあった内容 を審 査 し,本 事業の委

嘱 が適 当 と認 めた場合,別 途 定 める実施計画 書の提 出を求める。

(3)国 立教 育政策研 究所 は,上 記(2)に よ り提 出の あった実 施計画 書が適切であると

認 めた場合,公 立学校 に あって は都道府県教 育委員会,私 立学校 に あっては当該学校

の設 置者,国 立大学法 人附属学校 にあっては当該国立大学法人学長(以 下 「都道府 県

教 育委員会等 」 とい う◎)に 本事業 を委嘱す る。

3研 究期 間

研 究期 間は,幼 稚 園,小 学校,中 学校,高 等 学校 ともに1か 年 とす る。

4研 究 主題

研 究指定校 は,国 立教 育政 策研 究所が設定 した以下の研究主題に関 し,研 究 を行 うも

の とす る。

(1)新 学習指導要領 に定 め る目標等の実現状況の把握に関する研究(小 ・中 ・高)

新学習指導要領 に定め る 目標が,児 童生徒 に どの程度 実現 してい るかについて調査

し,今 後 の改善 のために必要 なデー タの収集等を行 う。研究に当たっては,原 則 と し

て,小 学校 につい ては1教 科,中 学校及び高 等学校 につ いては2教 科 を研究対象 とす

る。

研究対象教科は次のとお り。

①小学校:国 語,社 会,算 数,理 科,生 活,音 楽,図 画 工作,家 庭,体 育 の9教 科

② 中学校:国 語,社 会,数 学,理 科,音 楽,美 術,保 健 体育,技 術 ・家庭,外 国語の

9教 科
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③高等学校： 普通教科について,国 語,地 理歴史,公 民,数 学,理 科,保 健体育,芸

術,外 国語,家 庭,情 報 の10教 科

専門教科 につ いて,農 業,工 業,商 業,水 産,家 庭,看 護,情 報,福 祉

の8教 科

この うち,普 通教科について以下の科 目を平成17年 度に新規募集す る。

国語表現Ⅰ,倫 理,政 治 ・経済,数 学基 礎,理 科基礎,音 楽Ⅰ,

工芸Ⅰ,書 道Ⅰ,生 活技術,情 報Bの10科 目

なお,高 等学校 につ いては,当 該校 にお ける科 目の開設状況 を踏まえて,研 究期 間

中に研 究対象教科 ・科 目の変更を依頼する場合がある(例:家 庭や情報 の よ うに開設

科 目数:が少 ない場合 な ど)。

(2)幼 稚園教育要領に定めるねらいの実現状況の把握に関する調査研究(幼)

幼稚園教育要領に定めるねらいの実現状況を調査 し,今 後の改善のための必要なデ
ータの収集等を行 う。

5研 究指定校の運営等

(1)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,国 立教育政策研究所と密接な連絡をとり,

その援助 と助言を受けて調査研究を行うものとする。

(2)研 究指定校は,校 内の研究体制を整備し計画的,継 続的に研究を進め,研 究結果報

告を都道府県教育委員会等に提出するものとする。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,研 究の終了時に研究成果報告書を,都 道府

県教育委員会及び国立大学法人学長においては直接,私 立学校の設置者においては当

該都道府県知事を経由して,国 立教育政策研究所に提出するものとする。

(4)国 立教育政策研究所は,研 究の円滑な実施に資するため,連 絡協議会を開催する。

6経 費

(1)国 立教育政策研究所は,予 算の範囲内で,各 年度毎に研究に必要な所要額を都道府

県教育委員会等からの請求に基づいて支払うものとする。

(2)委 嘱金の支払いの対象となる経費及び各経費項 目への配分額は,実 施計画書のとお

りとし,変 更する場合はあらか じめ国立教育政策研究所に報告 し,そ の指示を受ける

ものとする。ただし,各 経費項目における配分額の変更増減が委嘱金額の20%以 内

の場合には,こ の限 りではない。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,各 年度終了後速やかに別途定める収支精算

書を,都 道府県教育委員会及び国立大学法人学長においては直接,私 立学校の設置者

においては当該都道府県知事を経由して,国立教育政策研究所に提出するものとする。

7そ の他

国立教育政策研究所は,必 要に応 じて,研 究の実施状況及び経費の処理状況について

実態調査を行 う。
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(2)平 成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校
における調査研究の進め方と報告書様式(小 学校 ・中学校)

平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る観究指定校(小 学校)

における調査研究 の進め方について

【研究主題(の 】

各指定校においては,学 習指導要領に定める各教科の 目標の実現状況を把握することとし,

下記により調査研究を行 うものとする。

なお,同 一教科の指定校は,互 いに連携 しつつ調査研究を行 う。

記

1調 査観究体制の整備

校内における評価規準 ・評価方法等及び本調査研究についての共通理解,教 員間における調
査研究の役割分担など

2評 価規 準の作成

(1)平 成14年2月 に本 セ ンターか ら公表 した 「評価規準,評 価方法 の工夫改善 のた めの参 考

資料」 におい ては,学 習指導 要領 に示す各教 科の領域や 内容項 目等 を 「内容の ま とま り」 と

して,そ れ らご とに 「内容 のま とま りごとの評価 規準」 を設定 してい る。

(2)各 指 定校 にお いては,こ の 「内容 のま とま りご との評 価規準」 を参 考 に,自 校 の指 導計画

に基づき,「 単元(題 材)の 評価規準」 を作成す る。

(3)さ らに,単 元(題 材)の 中での具体的な学 習活 動 について の評価規準(参 考資料で示す 「学

習活動にお ける具体 の評価規準)」 を作成す る。

上記(2)及 び(3)の 評価 規準は,「 おおむね満足 で きる」状況 について設定す る。 な

お,「 十分満 足で きる」状 況 につ いて も,指 定校 内にお いて共通理解 を図 る。

3評 価方法の設定

各指定校においては,学 習活動の特質や評価の場面に応 じ,児 童の学習の実現状況を的確に

把握できる評価方法を設定する。

4調 査研究の実施

(1)児 童の各教科 の 目標;の実 現状 況の把握

単元(題 材)に お いて,作 成 した評価規準及び設定 した評価方法 に基づ き,「 十 分満足 で き

る」状況(A),「 おおむ ね満 足で き る」状 況(B)及 び 「努力 を要す る」状 況(C)の いず

れ か を評価 し,児 童 の実現 状況 を把握 す る。

(2)児 童 の各教科 の 目標 の実現状 況の分析 ・考察

上記(1)に よ り,単 元(題 材)ご とに把握 した児童 の実現 状況 につ いて分析 ・考察 を行

う。

5調 査研究に当たっての留意点

(1)各 指定校においては,調 査対象学年 ・単元(題材),調 査方法等について担 当調査官 と密接
に連絡をとって調査研究を行 うこととする。

(2)調 査研究に当たっては,新 学習指導要領において取扱いを変更して内容(学 年移動,軽 減,

集約 ・統合 された内容など)の 実現状況が把握できるよ う留意する。

その際,新 学習指導要領において取扱いを変更 した内容の実現状況と,旧 学習指導要領(平

成13年 度)に おける実現状況 とを可能な範囲で比較する(客 観的なデータが残っていれば,
それに基づ く比較など)。

6報 告書の作成 ・提出

別紙様式1に より作成す る。この他に,各 教科で別に様式を指示する場合もある。
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平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校

(中学校)に おける調査研究の進め方について

【研究 主:題(1)】

各 指定校 におい ては,学 習指 導要領 に定 める各 教科 の 目標 の実現状況 を把握す ることと し,

下記 に よ り調 査研 究 を行 うもの とす る。

なお,同 一教科 の指 定校 は,互 い に連携 しつつ調査研究 を行 う。

記

1調 査研究 体制の整備

校内にお ける評価規準 ・評価方法等及び本調査研究についての共通理解,教 員間における調

査研究の役割分担など

2評 価 規準の作 成

(1)平 成14年2月 に本セ ンターか ら公 表 した 「評価規準,評 価方法 の工夫改 善のための参考

資料」 にお いて は,学 習指 導要領 に示 す各教科 の領域や 内容項 目等 を 「内容 のま とま り」 と

して,そ れ らご とに 「内容のま とま りご との評価規準」を設定 してい る。

(2)各 指 定校 にお いては,こ の 「内容 の ま とま りごとの評価規準 」を参 考 に,自 校の指導計画

に基づ き,「 単元(題 材)の 評価 規準」 を作成す る。

(3)さ らに,単 元(題 材)の 中での具体的 な学習活動 についての評 価規 準(参 考資料 で示す 「学

習活動 にお ける具体 の評価規準)」 を作成す る。

上記(2)及 び(3)の 評価規準 は,「 おおむね満足 できる」状況 について設定す る。 な

お,「 十分満 足で きる」状況 について も,指 定校内において共通理解 を図る。

3評 価方法の設定

各指定校においては,学 習活動の特質や評価の場面に応 じ,生 徒の学習の実現状況を的確に

把握できる評価方法を設定する。

4調 査研究 の実施

(1)生 徒 の各 教科 の 目標の実現状況の把握

単元(題 材)に お いて,作 成 した評価規 準及び設定 した評価 方法 に基 づき,「 十分満足 でき

る」状 況(A),「 おおむね満足 で きる」状 況(B)及 び 「努力 を要す る」状況(C)の いず

れか を評価 し,生 徒 の実現状況 を把握す る。

(2)生 徒 の各 教科 の 目標 の実現状況の分析 ・考察

上 記(1)に よ り,単 元(題 材)ご とに把 握 した生徒の実現状況 につ いて分析 ・考察 を行

う。

5調 査研究に当たっての留意点

(1)各 指定校 においては,調 査対象学年 ・単元(題材),調 査方法等について担当調査官 と密接

に連絡をとって調査研究を行 うこととする。

(2)調 査研究に当たっては,新 学習指導要領において取扱いを変更 して内容(学 年移動,軽 減,

集約 ・統合 された内容など)の 実現状況が把握できるよう留意する。
その際,新 学習指導要領において取扱いを変更した内容の実現状況と,旧 学習指導要領(平

成13年 度)に おける実現状況 とを可能な範囲で比較する(客 観的なデータが残っていれば,
それに基づ く比較など)。

6報 告書の作成 ・提出

別紙様式1に より作成する。この他に,各 教科で別に様式を指示する場合もある。
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小学校 ・中学校報告書様式
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2研 究報告

教科名

1。 調 査研 究 を行 った 学年,分 野(領 域),内 容 項 目,具 体の単元(又 は題材)の 一覧

2。 調査研究を行った単元(題 材)ご との児童生徒の学習の実現状況(報 告書様式1)

3.上 記2の 結果を 「内容のまとまり」 ごとに集約 した児童生徒の学習の実現状況(報 告書様式2)

4.新 学習指導要領 において取扱いを変更 した内容の実現状況と旧学習指導要領の実現状況 との比較

(どのような方法により比較 し,そ の結果 どのような状況であったか)

○記入 に当たっての注意

平成17年 度 の研究の成果について,研 究対象教科ごとに別様 とし,「2研 究報告」の1～4の 各項目に

沿って記載 して ください。

○添付資料

① 調査研究を行った学年の年間指導計画及び単元(題 材)の 「指導 と評価の計画」
※ 「指導 と評価の計画」…単元(題 材)の 目標,学 習活動,評 価規準,評 価方法等が示 されているもの

② 児童生徒の実現状況の把握 に当た り,実 際に使用 した資料

③ その他参考 となる資料等
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平成17年 度全国 的かつ総合的 な学 力調査の実施に係る研究指定校(小 ・申学校)一 研究 主題(1)一 報告書様 式1

3
5



平成17年 度全国的か つ総合 的な学 力調査の実施に係る研究指定校(小 ・中学校)一 研究主題(1)一 報告 書様 式2

3
6



【報告書様式1,2の 記入上の留意事項】

1判型については,原 則 として,報 告書様式1及 び報告書様式2と もにA4判 横型 とすること(B4判 で作

成 し縮小することも可)。

2各 指定校においては,調 査研究を行 った単元(題 材)ご とに報告書様式1を 調作成すること。

3報 告書様式1の 「本単元(題 材)に おける各観点 ごとの考察 ・備考」については,各 観点ごとの実現の状

況 自体に関する考察,「十分満足できる」状況(A)と 判断する際のポイン トや視点のほか,旧 学習指導要

領(平 成13年 度〉における実現状況 との比較,児 童生徒の学習活動の展開の状況,評 価の過程で気付いた
ことな ど,単 元(題 材)に おける各観点ごとの実現の状況を把握する上で参考となる事項を記入すること。

4報 告書様式 ユのr本 単元(題 材)全 体の考察 ・備考」については,調 査研究を行った単元(題 材)と それ

らの内容構成や時間数 指導方法や指導体制について工夫 した こと,指 導上効果的であったと思われ ること

や困難であった と思われることなど,当 該単元(題 材)の 全体にかかわって実現の状況を把握する上で参考
となる事項を記入すること。

5報 告書様式2に ついては,各 単元(題 材)ご とに行った調査研究の結果を 「内容のまとま り」 ごとに集約

す ること。(必要に応 じて作成)

6報 告書様式1及 び報告書様i式2の 「実現の状況」のパーセ ン トについては,小 数第1位 を四捨五入 して整

数で記入すること。
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(3)平 成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校
における調査硬究の進め方と報告書様式(高 等学校)

平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校
(高等学校)に おける調査研究の進め方について

各指 定校 においては,高 等学校学習指導要領(平 成11年 告示)に 定める各教科 ・科 目の目標 ・内

容の実現状況 を把握することとし,下 記によ り調査研究 を行 うものとする.
なお,同 一教科 ・科 目の指定校 は,互 いに連携 しつつ調査研究を行 う。

記

1調査研究の実施科目
指定教科 に属す る科 目の うち,学 校 において開設 している科 目(原 則 として必履修科 目又は原則

履修科 目〉

2調 査研究体鋼の整備

指定校にお いては,校 内において本指定校事業の趣 旨,目 標に準拠 した評価,評 価規準等につい
ての共通理解を図るとともに,本 調査研究の実施に係 る体制 を整備す る。

3調 査研究事項

指定校 にお いては,高 等学校学習指導要領 に定める 昌標 ・内容の実現状況 を把握す ることとし,
その際次の点に留意する。

(D目 標 に準拠 した評価の実施
ア 評価規準の設定等

教育課程研究セ ンターが作成 した 「評価規準の作成及び評価方法の工夫改善に関する参考資

料(高 等学校)」(以 下 「参考資料」 とい う)を 参考に,自 校 における指導計画等 に基づき 「単
元(題 材)の 評価規準」や 「学習活動における具体の評価規準」を設定す る。また,学 習の実

現状況 を把握す るための適切な評価方法 を検討 し,定 める。
イ 目標の実現状況の把握

単元(題 材)ご とに,設 定 した評価規準に照 らして適切な評価方法によ り,各 生徒の学習の

実現状況を 「おおむね満足 できると判断 され る」状況(B),「 十分満足できると判断され る」

状況(A),「 努力 を要す ると判断 され る」状況(C)の いずれであるかを観点ごとに評価す る、
(2)教 育課程実施状況調査 の調査問題の利用

平成14年 度及び ユ5年 度に国立教育政策研究所が実施 した高等学校教育課程実施状況調査 の
調査問題 を利用 した調査,結 果の分析を行い,生 徒の学習 の実現状況等 を把握す る。その際,必

要に応 じて生徒か らの聞き取 り調査等を行 う。
(3>分 析

単元(題 材)ご とに把握 した生徒の学習の実現状況について,分 析 ・考察を行 う。

(4)新 旧高等学校 学習指導要領 の下での学習の実現状況の把握
上記 の高等学校学習指導要領 の下での学習の実現状況 の把握 に併せて,旧 高等学校学習指導要

領 の下での生徒の学習の実現状況(平 成16年 度高等学校第3学 年に係 るものまで)の 把握 を行
う。特 に,新 旧学習指導要領の問で取扱 いの変更があった内容 について行い,結 果 の比較分析 を

行 う。 このため,旧 学習指導要領 の下での生徒の学習の実現状況を示す資料の整理等 も行 う。
(5）評価方法の工夫改善の取組

学習の実現状 況を把握するた めの評価方法の工夫改善を行 う。
・ ペーパーテス トの工夫改善

・ ペーパーテス トでは測れ ない(測 りに くい)内容 についての評価方法の工夫改善

4調 査研究の当たっての留意事項

各指定校 においては,調 査研究 を行 う科 目の全単元(題 材)に ついて,調 査研究を行 う。

5報 告書の作成

別紙様式 ユによ り作成す る。 その とき,報 告書様 式1は 調査研究 を行 った単元(題 材)ご とに作

成す る。また,報 告書様式2は,単 元(題 材)ご とに行った調査研究の結果を参考資料 に示 されて
いる 「内容 のま とま り」 ごとに集約す る。

6そ の他

調査研究の計画,内 容,調 査官の訪問日程等については,関 係都道府県教育委員会及び国立教育
政策研究所担当教育課程調査官等との連絡を密にして研究を進める。
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高等学校報告書様式[
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2研 究報告
教科名

1.調 査研 究を行 った学 年,分 野(領 域),内 容 項 目,具 体 の単元(又 は題材)の 一 覧

2.調 査研究を行った単元(題 材)ご との生徒の学習の実現状況(報 告書様式1)

3.上 記2の 結果 を 「内容のまとま り」ごとに集約 した生徒の学習の実現状況(報 告書様式2)

○記入に当たっての注意

平成17年 度の研究の成果について,研 究対象教科 ごとに別様 とし,「2研 究報告」の1～3の 各項 目に
沿って記載 して ください。

○添付資料

① 調査研究を行った学年の年間指導計画及び単元(題 材)の 「指導と評価の計画」
※ 「指導と評価の計画」…単元(題 材)の 目標,学 習活動,評 価規準,評 価方法等が示 されているもの

② 生徒の実現状況の把握 に当た り,実 際に使用 した資料
③ その他参考 となる資料等
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平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校(高 等学校)一 研究主題(1)一 報告書様式1

4
1

1



平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校(高 等学校)一 研究主題(1)一 報告書様式2

4
2



【報告書様式1,2の 記入上の留意事項】

1判 型については,原 則 として,報 告書様式1及 び報告書様式2と もにA4判 横型 とす ること(B4判 で作

成 し縮小することも可)。

2各 指定校においては,全 単元(題 材)に ついて調査研究を行 うこととし,報 告書様式1に 基づき,調 査研

究を行った単元(題 材)ご とに作成すること。

3報 告書様式1及 び報告書様式2の 「実現の状況」のパーセン トについては,小 数第1位 を四捨五入 して整

数で記入すること。

4報 告書様式1の 「本単元(題 材)に おける各観点ごとの考察 ・・備考」については,各 観点ごとの実現の状

況自体に関する考察,「十分満足できる」状況(A)と 判断す る際のポイン トや視点のほか,旧 学習指導要

領(平 成元年告示)に おける実現状況 との比較,生 徒の学習活動の展開の状況,評 価の過程で気付いたこと
など,単 元(題 材)に おける各観点 ごとの実現の状況を把握す る上で参考 となる事項を記入すること。

5報 告書様式1の 「本単元(題 材)全 体の考察 ・備考」については,調 査研究を行った単元(題 材〉 とそれ

らの内容構成や時間数,指 導方法や指導体制について工夫 したこと,指 導上効果的であったと思われること

や困難であったと思われることなど,当 該単元(題 材)の 全体にかかわって実現の状況を把握す る上で参考
となる事項を記入すること。

6報 告書様式2に ついては,各 単元(題 材)ご とに行った調査研究の結果を 「内容のまとま り」ごとに集約

すること。

4
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(4)平 成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業

における調査研究の進め方と報告書様式(幼 稚園)

資 料4一 ユ

平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業

幼稚園教育要領に定めるねらいの実現状況の把握に関する調査研究の進め方

1、 趣 旨

幼稚園教育要領のね らいの実現状況の把握 のた め、幼稚園における教育課程の実施状況 の調査を行

う。具体的には、研究指定校において、調査担 当者(主 として学級担任 と園長)が 、調査指導員 とと

もに、 日常の保 育の中で幼児が生活や遊びを進 める姿か ら幼児の発達の実情を捉 える観察調査を実施

し、 さらに教育課程、指導内容 、方法等の実際についてま とめなが ら教育課程の実施状況 を捉 え、幼

稚園教 育要領 に定 めるね らいの実現状況 を把握す るものである。

本調査研究全体 の進 め方については資料4-2参 照

2、 観察調査 の進 め方

α)調 査担 当者
・日々の保 育の中での観 察調査は、主 に研 究対象学級の学級担任 が行 う。
・調査票は、 日々の記録(A票)1週 間のま とめ(B票)は 学級担任が、総括表(C票)は 園長等

が、いずれ も調査指導員 との協議 を踏まえて作成す る。

(2)観 察の対象
・観察の対象学級は

、研 究指定校 共通 に5歳 児 ユ学級を選択す る。
・観察の対象児 は各学級2名(男 児 ・女児)

調査票は、対象児毎に各1枚 。学級全体 として1枚 計3枚

対象児2名 は、原則 として誕生月10月 前後の幼児を選ぶ。(特 別 の事情がある場合 にはこの限

りではない)

(3)観 察調査 の時期、期 間
・年2回 行 う 期間は各調査 とも1週 間

〈1年 目〉 第1回6月 第2回2月

(4)観 察調査記録 の作成(資 料4-3A票 、8票 、C票 参照》

① 日々の記録 の作成(A票)

調 査 票

日々の記録(A票)

対象幼児(2名)

学級全体

ユ週間分

各5枚 計15枚

作成

作 成 者

○学級担任

調査票作成にあたっての留意事項

・その 日の保 育終了後、一 日を振 り返 り、心 に残 った場

面等 をエ ピソー ドの形 に して記録す る。(こ れ まで と

違 う姿、気にな る姿等)
・事実 の羅列ではな く、幼児 の内面の心 の揺れ動 き、葛

藤等 を捉えてい く。

(指導資 料 第1集 「指 導計画の作成 と保育の展 開」参照)
・対象児の2人 を中心 に記録 を書 き、その記録 をも とに

対象児 とまわ りの幼児 とのかかわ りを捉 えなが ら、学

級全体の記録 を書 いてい く。 あわせ て、そ の他学級全

体で心に残 る出来事や気付 いた こと等を書 く。
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〈観察調査 を進 めるにあたって配慮す ること〉

・基本的に担任 として保育を しなが ら
、観察できることを書 く。 このた め、対象児 について、1日

中のすべての行動を書 こうとするのではなく、2人 の行動 について1日 の中の どこかで、担任が

よく観察できる時間(約20分 位)を とるよ うにす る。 そのための指導体制 には対象学級 をフォ

ローするなどの配慮が必要であ る。

・記録者は、基本的に学級担任 がお こな う。 しか し記録の記入にあたっては、主任や他 の学級担任

等 と幼児の姿について気楽に話 し合 う機会 をもつこ とで、幼児の見方 も深 ま り指導の効果 につなが

る と考 える。
・なお、B票 を記入の際、A票 にない幼児 の姿を記述する場合には、A票 にも 「いっ、 どこで、 ど

のよ うに」がわかるよ うに加えて記載 してお く、

② 亙週間のま とめ作成(B票)

調 査 票

1週 間のま とめ

(B票)

対象児2名

学級全体

計3枚 作成

作 成 者

○学級担任

(他の教員 と話 し合

いなが ら作成 、調査

指導員の記録:もた し

てい く)

調査票作成にあたっての留意事項

・1週 間分 の 日々の記録 を読み直 し、幼児の 中で発 達 し

つつ あるもの(5日 間の変容〉 を捉 えてい く、

その際、発 達の状況 には次 のよ うな側面が あることを

念頭 におきなが ら記入す る。

窺幼 児 の興味や 関心 の示 し方、感 動や感情な どの心の

揺れ動 きに関す るもの。

b身 体 面 ・運 動機能 面の発達や運動 に対す る意欲 に関

す るもの。

c自 然環境 、素材 、遊 具な どに対す る興 味の持 ち方 、

周 囲の事物へ の働 きかけ方に関す るもの。

d友 達や先生等周 囲の人 とのかかわ り方に関する もの。

e感 じた こと、考 えた ことの表現に関す ること。

f健 康や安 全、生活上 のきま りに対す る理解や態度 に

関す るこ と。
・幼児 の発達 の状況 を記入す る際 には、葛 藤や不安な ど

を見落 とさない ようにする。
・観察者 の視 点が、園生活 の様 々な場面 にで きるだけ向

くよ うに、 「遊び に取 り組む 中で」 「学級全体で行動す

る場 面 で」 「生活行動 をす る場 面で」の3つ の項 目に

分けて記録 してい く。
・も う一度1週 間を振 り返 り、その子の姿 として残 して

お きたい ことを書きた してい く。調査指導員が観察 し

た幼児 の姿 も書きた してい く。

〈観察調査 をま とめるにあた って配慮す ること〉

・は じめは、 ユ週間の記録 を読み返 し、発達 しつつある もの として捉 えられ るものを明らかに し、そ

れ は どの場 面で見 えるのか を明 らか に した上 で、 「遊び に取 り組む 中で」 「学級全体で行動す る場

面 で」 「生活行動 をす る場面で」 の3つ の項 目に分 けて記録 してい く。3つ の場 面 に振 り分けるこ
'とで
、学級担任 自身が 自分の幼児 の見方の偏 りに気付 くこともある。それ を反省 として次の観 察調

査 に生か してい く。
・学級担任が一人で書 くのではな く、エ ピソー ドーつ一つ について、同 じ学年 の教員や主任等 と話 し

合 うことが、発達について多様 な見方ができることにつながる。
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③総括票の作成(C票 〉

調 査 票

総括表 の作成

(C票)

対象児2名 、

学級全体

計3枚 作成

作 成 者

○園長

(調査指導員 ・学級

担任 と話 し合 って作

成〉

調査票作成にあたっての留意事項

・C票 は、幼稚園教育要領のね らいが どの よ うに身に付

いているか、またその過程は どの ようで あったかを分

析す るための直接 の資料 とな るものである。

そのために、記入 にあた っては、学級担任が作成 し

た調査票AとB、 週案や保育記録な どを手がか りに し

て、園で責任 をもって作成す る。その際、学級担任 を

交 えなが ら、調査指導員 とよく話 し合い作成す る。

(具体的には別紙1参 照)
・総括票(C票)は 、一覧す るこ とで、観 察調査時期の

幼児の発 達の姿が よくわか るよ うにす るために作成す

る。 しか し、 どうして も各項 目の意味に とらわれて し

まい、幼 児の姿が細切れ にな りが ちなので、あ らか じ

め各項 目の意味 をよく理解 し、幼児 の発 達の姿がわか

るよ うに具体的 に書 く。 ここで言葉 を整理 して しま う

と、読み とり表 が抽 象的な表現 になって しま うので注意する。

Ｃ票 は、最終の読み とり表 を書 く際の基礎資料 とな る

ので 、調査指導員 と十分に話 し合 いなが ら書 く。C票

に幼児 の発達の姿が多様に書かれ ている と、読み とり

表の内容が豊かになる。

・詳 しくは 「別 紙1調 査票C記 入の注意事項」を参照。

3,読 み とり表(5領 域)の 作成(資 料3参 照)

・幼稚園教 育要領 に定めるね らいの実環状況を把握す ることを 目的 として読み とり表 を作成す る。

調 査 票

読み と り表

(5領 域)
・対象児2名

学級全体

計15枚 作成

作 成 者

○園長

(調査指導員 と話 し

合って作成)

読みとり表作成にあたっての留意事項

・6月 、2,月 の2回 の調査終 了後 に、2.月 のC票 の記録

をも とに、幼稚園教育要領 のね らい の実現状況 を記入

してい く。
・読み取 り表は、2月(第2回)のC票 の内容を5領 域

に書 き分 けるこ とにな る。 そ②際 、第1回 のC票 と比

較 しなが ら、 どの よ うに育っているか、ね らいの達成

状況 を書 くよ うにする。
・作成 に当たっては、園長が作成す るが、調査指導員が

必ずかかわ り、二 人以上で作成す る。
・〈 「調査指導員か ら」の記入 について>

6月 と2月 のC票 をも とに、調 査指 導員 の立場 よ り、

幼稚 園教 育要領 に定 めるね らいの達成状況 を具体 的に

記入す る。
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4、 教育課程の編成等や実施の状況、及び幼稚園教育要領の定めるねらいの実現状況

(1)担 当
・園長(D-1 、D-2票)
・調査指導員(E票)

(2)作 成時期
・D一 ユ票(教 育課程 の編成等)に つ いては、17年 度調査 を始める時点 に作成

継続園は教育課程の編成 の修正点に下線を入れて再度提 出

・D-2票(幼 稚園教育要領の定 めるね らいの実現の状況)に ついては、観察調査2回 終了時に

作成
・E票 については、観察調 査2回 終了時に作成

(3)調 査票の作成(資 料3参 照)

①教育課程 の編成や実施 の状 況(D-1票) ○ 調査開始前に作成する

幼稚園名

園長名

教

育

課

程

の

編

成

の

状

況

項 目

幼稚園の実態や教育方針と教育

課程の特色

(以下の項目は必ず入れること)

①地域や園の実態

②園の教育方針 ・教育目標 ・指

導の重点等

③教育課程編成の基本的な考え

方

④学級編制、教育期間

⑤その他

幼稚園教育要領と教育課程と

の関連

(以下の項 目は必ず入れること)

①計画的な環境の構=成や教師の

役割の基本を示したこと

②自我が芽生え、他者の存在を

意識し、自己を抑制 しようと

する気持ちが生まれる幼児期

の発達の特性を踏まえた教育

課程の編成を示したこと

③幼児期にふさわしい道徳性に

ついて示したこと

④幼児期にふさわしい知的発達

を促す教育の在 り方を示した

こと

⑤その他の改訂内容との関連

内 容

項 目にそ って具体的に記述

(継続園は昨年度の記録 を生かす。

項 目を研 究指定校全体で統一)
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教

育

課

程

の

実

施

の

状

況

年間指導計画の特色

①年間指導計画作成に当たって

の基本的な考え方

②各年齢ごとの指導の:重点

③その他

教育環境の特色

①施設 ・園庭の特色

②遊具や教具

③指導体制 ・園内研修

④外部人材の活用

⑤その他

項 目にそって具体的に記述

(継続園は昨年度 の報告 を生かす。

調査項 昌を研究指定校全体で統一)

〈記入にあた っての留意事項 〉
・各研 究指定校の教育の特色や教育課程の編成やその実施の状況(指 導計画や指導の特色等)が わか

るよ うに、記入す る。 その際、具体的な教育課程表参照ではなく、内容につ いて簡潔にま とめる。

②幼稚園教育要領の定めるねらいの実現状況(D-2票)
・読み と り表 に基づ き、今 回改訂 された教育 内容を中心 に、実現状況及び課題 を具体的に書 く。

幼稚園名

園長名

幼稚園教育要領に示さ

れた教育内容

領域 「健康」
・しなやか な心 と体

・安全 につ いて の構 え

・基本 的 な生 活習慣 の

自立

領域 「人間関係 」
・内容 「先 生や 友 達 と

共 に過 ごす 喜び を味

わ う」 について

領域 「環境」

領域 「言葉 」

領域 「表現」

実現状況及び課題

対象幼児 と学級全体 をまとめてか く

読み とり表の 「調査指導員 から」 と重な りがある。

課題 は具体的に書いて欲 しい
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③調査指導員:幼 稚園教育要領の定めるねらいの実現状況(E票)
・読み とり表 に基づき、今 回改訂 された教育 内容 を中心に、実現状況及 び課題 を具体的に書 く。

幼稚園名

調査指導員名

幼稚園教育要領に示さ

れた教育内容

領域 「健康」
・しなや かな心 と体

・安全 についての構 え

・基本 的な 生活習慣 の

自立

領域 「人間関係」
・内容 「先 生や友達 と

共 に過 ごす喜び を味

わ う」 について

領域「環境 」

領域「 言葉」

領域 「表現」

実現状況及び課題

対象幼児 と学級全体 をま とめてか く

読み とり表 の 「調査指導員か ら」 と重な りが ある。

課題は具体的 に書いて欲 しい
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資料4-2

幼稚園教育要領に定めるねらいの実現状況の調査研究の全体図

調査 ・分析の流れ

国立教育政策研究所により調査票の作成

調査票A・ 調査票Bに よる

観察調査 の実施(学 級担任)

研究指定校(9園)

調査票Cの 作成(園 長)

調査票D-1票 の作成(園 長)

(園の概要 ・教育課程の実施)

読み と り表 の作成(園 長 ・調査指導員)

(幼稚 園教育要領のね らいの実現状況 の分析)

訥査票D-2票 作成

(園長〉

調査票E票 作成

(調 査指導員)

,学力調査の実地指導

調査研究結果のまとめ
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[調 査 票A]

日 々 の 記 録
(学級 全体 ・観察対象幼児)

学級名

年保育 歳児

観 察年月 日 年 月 日

都道府県名

幼稚園名

幼児名(記 号)

調査担当者名

エ ピ ソ ー ド
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〔調査票B]

1週 間 の ま と め
(学 級全体 ・観 察対象幼児)都 道府県名

学級名 幼稚園名

年保育

観察年月日

歳児

年 月

幼児 名(記 号)

日 調査担当者名

生 活 場 面

遊

ぴ

こ

取

り

組

む

中

で

A.幼 児 が一 人

で行 動 す る

場 面で

B.友 達 と行 動

す る場 面で

C.先 生 とか か

わ る場 面で

D.学 級 全体 で

行動す る場 面で

E。生活行 動 を

す る場面 で

幼 児 の 発 達 の 状 況

(調 査 票B記 入上の注意:事項)

Lこ の調査票Bは 、調査担当者(担 任)が 観察期間中の幼児 の生活する姿か ら読み取 った幼児の発達の状況 を、生活の場面

ごとに記入 していただ くための ものです。

2.幼 児 の発達の状況には、次のよ うな側面があ ることを念頭におきなが ら、記入 して ください。

①幼児の興味 ・関心の示 し方 、感動、喜び、怒 り、悲 しみな どの感情な ど、心の動きに関するもの

②幼児の身 体面 、運動機能面 の発達や運動に対す意欲 など、体の動 きに関す るる もの。

③ 自然環境 、素材 、遊 具などに対す る興味の もち方や取 り組み方など、周囲の事物へ の働 きかけ方に閑す るもの

④友達や先 生な ど周理 の人 々とのかかわ り方に関す るもの(友 達を どのように感 じているか、かかわろ うとしているかな ど、

心情や意欲の面 も含まれ ます。).

⑤ 幼児が、考えたこと、感 じた ことな どを どのよ うに表現 しているかなど

⑥ 健康や安全 、生活上 のきま りなどについ ての意識や態度 、更 には生活 を自分で営んでい こうとす る意欲や態度 な ど、生活

に必要な行動に関するもの

3． 幼児 の発達の状 況を記入す る際 に、不安 や葛藤 な ども見落 とさない ように して くだ さい。
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[調 査票C]

学級名

〈学級全体 ・観 察対象幼児)

(年 保育 歳 児学級)

組 幼 児名(記 号)

総 括 票

観察期間 平成 年 月 日～ 月 日 調 査担当

都道府県名

幼稚園名

調査指導員



別紙1調 査票C記 入上の注意事項

1「 生活場面」の欄 について

調査票Cの 縦軸 にある 「生活場面A～E」 は、幼児の生活する姿が、幼稚園生活のど

のよ うな場面で見 られ たかを分類す るための ものである。それぞれの幼児の発達が見 られ

た場面が、A～Eの どれであったかを考 えて分類す る。

①「 遊びに取 り総む 中で」の欄 には、幼児 が周囲の様 々な環境 とかかわ りなが ら思い思

いの遊びに取 り組む生活場 面(D及 びEに あてはま らないもの)に お いて読み とっ

た幼児 の発達の状況を記入す る。

②「A．幼児 が一人で行動する場面で」 の欄 には、主 として幼児が一人で活動する場面

におい て読み とった幼児の発達の状況を記入す る。

③「Ｂ.友 達 と行動ず る場面で」 の欄 には、主 として幼児が友達 と活動す る場面におい

て読み とった幼児の発達の状況 を記入す る。

④「Ｃ、先生 とかかわ る場面で」 の欄 には、主 として幼児が教師 とかかわった り、教師

の指導で活動する場面において読み とった幼児の発達の状況 を記入する。

⑤「Ｄ.学 級全体で行動する場面で」の欄 には、おお よそ幼児が、学級 全体で次のよ う

な活動 をす る場面において読み とった幼児の発達の状況を記入す る。

例 ・教師 の周 りに集 まって、絵本、紙芝居、お話などを見た り聞いた りする。
・生活 に必要なことや身近な出来事 な どを伝 えあ う

。
・教 師や友達 と、歌った り身体を動か した り、集団遊びをするな どして楽 しむ。
・共通 の課題 を もって活動す る。幼児が思い思いの活動をする うち、 自然 に学級会

休 で活動するよ うになった場合 も、Dに 記入する。

⑥「E。 生活行動をする場所で」 の欄 には、おお よそ次のような生活場面 において読み

とった幼児の発達 の状況 を記入す る。

例 ・所持 品や衣服 の始末、・手洗 い、便所 の使用、・片付 け、
・食事、・当番括動 、・健康診断や避難 訓練

2「 幼児の発達の側面」 の欄 について

調査票Cの 横軸 にある 「幼児の発 達の側面a～ｆ は、観察担 当者 が幼児の生活す る姿

か ら読み と り、調査票Bな どに記入 した幼児の発連の状況 を様 々な側面か らとらえようと

す るものである。幼児の生活する姿の中には、多 くの場合a～fの いくつかの側面が重な

って表れて いる。表れている側面のすべてにつ いて記入す る。 どうして もa～fの 分類に

入 らない と思われ る場合 には、「g.そ の他」の欄 に記入す る。

① 「ａ.心の動き」 の欄 には、主 として幼児が何かに心を動か して示す感動や興味 ・関

心な どの心の動きについて、どの よ うな場面で どのよ うに心を動かすのかを記入する。

悲 しみ 、怒 り、葛藤、混乱な どの心の動 きも記入す る。

②「b.か らだの動 き」の欄 には、主 と して幼児 の身体的な側面や運動機能 について記

入す る。技能的な面だけでな く、心情や意欲 な ども記入す る。

③「c.周 囲の事物への働きか け方」の欄 には、主 として幼児 の人以外 の環境に対する

興味 の示 し方や取 り組み方な どを記入す る。例 えば、 自然環境や素材な どの環境への

かかわ リ方を記入す る。

④「d.周 囲の人々 とのかかわ り方」 の欄 には、主 として幼児 の友達や先生 とのかかわ

リ方な どを記入す る。例 えば、友達 のこ とを どのよ うに受け止めているか といった心

情や 友達 とのコ ミニ ュケーシ ョンの仕方な どを記入する。

⑤「e.考 えた こと、感 じた ことの表現の仕方」の欄 には、主 として幼児が、考えた こ

と、感 じたこ とな どをどのよ うに表現 しているかについて記入する。

⑥「f.健 康や安全 、生活上のきま りに対す る理解や態度」の欄には、主 として健康や

安全 、生活上 のきま りについての意織や態度、 さらに 自分 の生活を 自分で営んでい こ

うとす る意欲や態度 などを記入す る。

⑦ 「ｇ.その他」 の欄には、a～fで は入 りき らないものがあれば書 く。

一54一



【読み 取 り表1-1】

領域 「健康」 (学級全体 ・対象幼児)

学級名 幼児名 (記号)



【読 み 取 り表1-2】

領域 「人間関係」(学 級全体 ・対象幼児)

学級名 幼児名(記 号）



【読み 取 り表1-3】

領域 「環境」 (学級全体 ・対象幼児)

学級名 幼児名 (記号)



【読み取り 表1-4】

領域1言 葉 」 (学級全体 ・対象幼児)

学級名 幼児名 (記 号)



【読 み取 り表1-5】

領域 「表現」 (学級全体 ・対象幼児)

学級名 幼児名 (記 号)



D-1票 教育課程の編成や実施の状況(園 長用)



D-2票:幼 稚 園教育要領の定めるね らいの実現状況(園 長用)

一一61一 一



E票 幼稚園教育要領の定めるねらいの実現状況及び課題(調 査指導員用)

一62一



資料4-5

調査指導員の方へのお願い

この調査は、研究指定校 における観察調査から、教育課程の実施の状況を把握 し、幼稚

園教育要領に定めるね らいの実現状況を把握す るものです。調査指導員の方 には、研究指

定校 において調査を進 める際に、幼児の見方や発達の捉 え方 についてのご助言 をいただき

たい と思います。具体的には、次のよ うな観点か ら、ご指導、ご協力をお願いいた します。

○は じめの陵階

・調査の 目的や調査研 究の進 め方、観察調査 の進め方 について、担任、園長 と一緒 に

確認 し、・1年間のスケジュールを作成す る。

OA票 、B票 の作成の作成に当たって

・調査期間中に研 究指定校 を訪問 し、ね らいの実現状況 をみ るために対象学級 ・対

象幼児を観察する。(6月 ・2月 の2回)

・観察記録(A票)の 書き方や観察の仕方について指導助言す る。

・観察期間中の訪問の際の観 察対象児、観察対象学級についての調査指導員の記録 を

B票 に加えなが ら、担任 の幼児の見方や発達の捉 え方が豊かになるように援助す る。

OC票 の作成に当た って

・C票 作成の際、園長 と話 し合い、具体的な子 どもの見方や発達について指導助言

しなが ら、多様 な視点か らC票 の作成ができるよ う援助す る。

○読み とり表の作成 に当たって

・6月 と2月 のC票 をも とに、調査指導員の立場 より、幼稚 園教育要領 に定 めるね

らいの達成状況 を具体的 に記入す る。

OE票 の作成に当たって

・調査結果の全体 よ り、調査指導員の立場か ら、研究指定校における幼稚園教育要

領 に定めるね らいの実現状況について評価 し記入す る。

*調 査指導員の役割

教育要領の実施状況を把握す る研究 を指導するこ とが役割です。幼児理解 を深める、記

録 をとる、発達の理解をす るな どについて指導を して くだ さい。各園の教育課程に基づ く

通常の保育が行われ ることが望ま しいので、今回は保育そのものを問題 にした り指導 した

りする役割ではあ りませ んので ご了承 くだ さい。

・一63一 一



一64一

(5)平 成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業研究指定校一覧



一一65一 一



※ 高等学校の理科①は,理 科基礎,理 科総合A,物 理1,化 学1を 研究対象科蔚とし,

理科②は,理 科基礎,理 科総合B,生 物1,地 学1を 研究対象とする。

幼稚園9園 小学校34校 中学校25校 高等学校62校 計130校
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平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業研究指定校一覧
(校種別)

[幼稚園]

[小学校]

一67一 一

研究主題:幼稚園教育要領に定めるねらいの実現状況の把握に関する調査碕究

研究主題 新学習指導要領に定める自標等の実現状況の把握に関する研究



一68一

研究主題:新学習指導要領に定める目標等の実現状況の把握に関する研究

平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業研究指定校一覧

(校種別)

[中学絞]



平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業研究指定校一覧

(校種別)

[高等学校 普通教科]

研究主題:新 学習指導要領に定める目標等の実現状況の把握に関する研究

※ 高等学校の理科①は,理 科基礎 理科総合A,物 理1,化 学1を 研究対象科目とし,

理科②は,理 科基礎,理 科総合B,生 物1,地 学1を 研究対象とする。

一一一69一_,



平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業研究指定校一覧

(校種別)

[高等学校 専門教科]

研究主題:新学習指導要領に定める目標等の実現状況の把握に関する研究

一70一 ・



一一一71一

[小学校 体育]

[小学校 家庭]

.[小 学 校..図 画 工 作]

音楽][小学校

[小学校 生活〕

[小学校 理科]

[小学校 算数]

[小学校 社会]

平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究 指定校事業指定校一覧(教科等別)

[小学校 国語]



平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業指定校一覧(教科等別)

[中学校 国語]

[中学校 社会]

[中学校 数学]

[中学校 理科]

[中学校 音楽]

[中学校 美術]

[中学校 保健体育]

[中学校 技術 ・家庭]

[中学校 外国語(英語)]



一一73一

※ 高等学校の理科①は,理 科基礎,理 科総合A,物 理1,化 学1を 研究対象科目とし,

理科② は,理 科基礎,理 科総合B,生 物1,地 学1を 研究対象とする。

[高等学校 理科]

数学][高等学校

[高等学校 公民]

[高等学校 地理歴史]

平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業指定校一覧(教科等別)

[高等学校 国語]



平成り7年:度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業指定校一覧(教 科等別)

[高等学校 保健体育]

芸術][高等学校一

[高等学校 外国語]

[高等学校 家庭(普通教科)]

[高等学校 情報(普通教科)]

一74一



平成17年 度全国的かつ総合的な学力調査の実施に係る研究指定校事業指定校一覧(教 科等別)

[高等学校 農業]

[高等学校 工業]

[高等学校 商業]

[高等学校 水産]

[高等学校 家庭(奪門教科)]

[高等学校 看護]

[高等学校 情報(奪門教科)]

福祉][高等学校
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(6)担 当官【幼稚園】

【小学校】

一一76一



【中学校】

一一77一



【高等学校】
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3小・ 中連携教育実践研究事業

一79一





(1)平 成16・17年 度小 ・中連携教育実践研究実施要項

1目 的

義務 教育段 階 の小 ・中学校 間 で,相 互の連携 を一 層促 進 し,継 続 性や 接続 の円 滑化

な どを図 る ことによ り,教 員 の児 童生徒 理解 を深 め,学 習指導,生 徒指 導,学 校 運 営

な どにつ いて改善 を進 めることが求め られている。

このため,都 道府 県教 育委 員 会 との連携 ・協力の下で,小 ・中学校 連携教 育の在 り

方等 につ いての実践的な研究を行 うことにより,今 後の小 ・中連携教 育 の推 進 に資す

る。

2実 践研究の委嘱

(1)委 嘱 を受 け よ うとす る都 道府 県教 育委員会は,別 紙様 式 に よる希 望調 書 を国立教

育政策研究所に提出す る。

(2)国 立教 育政策研究所 は,上 記(1)に よ り提 出の あった内容 を審 査 し,本 事業 の

委嘱 が適 当 と認 めた場 合,別 途 定 める実施 計画書 の提 出 を求める。

(3)国 立 教育政策研 究所 は,上 記(2)に よ り提 出の あった実践研 究 実施計画書が適:

切 であ る と認 めた場合,当 該都 道府 県教 育委員会 に対 し,実 践研 究 を委 嘱す る。

3実 践研究の期間

原則 として2か 年 とす る。

4実 践醗究課題

都 道府 県教 育委員会 は,以 下 の観 点 を踏 ま え,具 体 的 な実践研究 課題 を設 定 し,小

・中学 校間 の連携 に よって 達成 され る学校教育の改善に関す る実証的な研 究を行 うも

の とす る。研究に当たっては,小 ・中連携 に留意 した学校運 営 の改善にも配慮す るも

の とする。

(1)学 習指 導(各 教科,道 徳,特 別活動及 び総合的 な学習 の時間)に 関す る改善

(2)生 徒指 導 に関す る改 善

(3)そ の他特 に必要な研究 課題

5実 践研究の実施方法

(1)委 嘱 を受 けた都 道府 県教 育委 員会 は,1又 は複 数 の市 町村 におい て学校 の協力を

得て行 うものとする。(こ の場 合,実 践研 究 に協 力す る学 校 を 「実践研究協力校 」

とい う。以下同 じ。)

(2)実 践研究 の委嘱 を受 けた都道 府 県教育委員会は,委 嘱 され た実践研 究 を実施 す る

機 関 として,学 識経 験者,関 係 行 政関係者,PTA関 係者,国 ・私 立学校 関係 者 及

び上記(1)の 実践研 究協 力校 関係者 か らな る小 ・中連携教育 研究会議 を設 けるも

の とす る。

(3)上 記3に よ り設 定 した実践研 究課題 に即 して,実 践研 究 協力校 にお ける研 究着 手

__._.g1



前の実態及び実践研究の成果の的確な把握を行 うものとする。

(4)委 嘱を受けた都道府県教育委員会は,国 立教育政策研究所と密接な連携をとり,

その援助 と助言を受けて実践研究を行 うものとする。

(5)国 立教育政策研究所は,本 事業の円滑な実施に資するため,小 ・中連携教育推進

研究協議会を開催する。

6報 告書の提出

実践研究の委嘱を受けた都道府県教育委員会は,第1年 次の終了時に研究の中間報

告書を,研 究の終了時に研究成果報告書を,国 立教育政策研究所に提出するものとす

る。

7経 費

(1)国 立教 育 政策研 究所 は,予 算 の範 囲内 で,各 年度 毎 に研 究 に必 要な所要額 を都道

府県教育委員会か らの請求に基づいて支払 うものとす る。

(2)委 嘱金 の支 払 い の対象 とな る経 費及び各経費項 目への配分額は,実 施計 画書 の と

お りと し,変 更す る場 合 はあ らか じめ国立教育政策研究所に報告 し,そ の指 示 を受

け る もの とす る。 ただ し,各 経 費項 目にお け る配分額 の変 更増減が委嘱金額の20

%以 内 の場合 には,こ の限 りではな い。

(3)委 嘱 を受 け た都 道府 県教 育委員 会 は,各 年度 終 了後速 や か に別途 定 める収支精算

書を,国 立教 育政策研 究所 に提 出す る ものとす る。

8そ の他

国立 教育 政策 研 究所 は,必 要 に応 じ,こ の事業 の進捗 状況及 び経費 の処理状況につ

いて,実 態調査 を行 う。

一 ・82一 一



小学校47校 中学校23校

一一83一 一

(2)平 成16・17年 度 小 ・中連 携 教 育 実 践 研 究 事 業 実施校 一一覧



(3)担 当官
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へき地教育研究指定校事業4





(1)平 成16・17年 度へ き地教 育研究指 定校事 業実施要項

1目 的

へ き地教 育 に関す る重要 な問題 について都道府 県教育委員会 との連携 ・協力の下で

研究 し,そ の成果 を公 表 し,へ き地教 育の改善 と振興 に資す る。

2研 究指定校事業の委嘱

(1)へ き地教 育研究指 定校 は,原 則 と して,へ き地学校及 びそ の他 の複 式学 級を有す

る小学校又は中学校(中 等 教育学校 の前期課程 を含 む。)を 対象 とす る。

(2)都 道府 県教育委員 会 は,域 内又 は所管 の学校 の うち,へ き地教育研 究指 定校 に よ

る研 究 の希望がある場合 には,適 切 な学校 を選 定 し,別 紙様 式 に よ り,国 立教 育政

策研究所 に提 出す るもの とす る。

(3)国 立 教育政策研 究所 は,上 記(2)に よ り提 出の あ った 内容 を審査 し,本 事 業 の

委嘱 が適 当 と認 めた場合,別 途 定 める実施 計画 書の提 出を求める。

(4)国 立教育政策研 究所 は,上 記(3)に よ り提 出の あ った実施 計画 書 が適切である

と認 めた場合,当 該都 道府 県教 育委員 会 に本事 業を委嘱す る。

3研 究期間

原則 と して2か 年 とす る。

4研 究主題

研究指定校は,以 下の観点から具体的な研究主題を設定するものとする。

(1)複 式学級における教育課程の編成及び学習指導と評価の工夫改善

(2)へ き地学校の実態に即 した指導内容 ・方法や評価の工夫改善

(3)へ き地学校の実態に即 した学校経営の工夫改善

5研 究指定校の運営等

(1)委 嘱を受けた都道府県教育委員会は,国 立教育政策研究所と密接な連絡をとり,

その援助と助言を受けて調査研究を行 うものとする。

(2)研 究指定校は,校 内の研究体制を整備 し計画的,継 続的に研究を進め,研 究結果

報告を都道府県教育委員会に提出するものとする。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会は,第1年 次の終了時に研究の中間報告書を,

研究の終了時に研究成果報告書を,国 立教育政策研究所に提出するものとする。

(4)国 立教育政策研究所は,研 究の円滑な実施に資するため,連 絡協議会を開催する。

6経 費

(1)国 立教育政策研究所は,予 算の範囲内で,各 年度毎に研究に必要な所要額を都道

府県教育委員会からの請求に基づいて支払 うものとする。

(2)委 嘱金の支払いの対象となる経費及び各経費項 目への配分額は,実 施計画書のと
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お りとし,変 更す る場合 は あ らか じめ国立教育政策研究所に報告 し,そ の指示 を受

け る もの とす る。 ただ し,各 経 費項 目にお け る配分額 の変 更増減が委嘱金額の20

%以 内の場合 には,こ の 限 りでは ない。

(3)委 嘱 を受 け た都 道府 県教 育委員 会 は,各 年度 終了後速 や かに別途 定め る収支精算

書を,国 立教 育政策研 究所 に提 出す る もの とす る。

フ その他

国立教育政策研究所は,必 要に応 じて,研 究の実施状況及び経費の処理状況につい

て実態調査を行 う。
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(2)平 成16・17年 度へ き地教育研究指定校事業 指定校一覧

番 号

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

2

13

14

15

16

都道府県名

北海道

岩手県

宮城県

東京都

京都府

奈良県

和歌山県

鳥取県

広島県

徳島県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

鹿児島県

沖縄県

学 校 名

喜茂別町立鈴川小学校

岩泉町立大川小学校

丸森町立筆甫小学校

小笠原村立母島小学校

福知山市立三岳小学校

十津:川村立上野地小学校

美里町立毛原小学校

日南町立阿毘縁小学校

尾道市立百島小学校

東祖谷山村立落合小学校

福岡市立小呂小学校

唐津市立厳木小学校天川分校

平戸市立堤小学校

五木村立五木東小学校

西之表市立古田中学校

名護市立三原小学校

計16校(小 学 校15校,中 学校1校)
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(3)担 当官

廣瀬 雅哉

吉躍 成夫

上野 耕史

村上 尚徳

高須 一

新野 貴財

文部科学省初等中等教育局視学官

国立教育政策研二究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課、程調査官

国立教育政策研二究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研 究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部研究員
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5教 育課程の実施状況に関する自己点検・ 自己

評価に係る研究指定校事業
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川

ム



(1)平 成16・17年 度 教育課程 の実施状 況に関す る自己点検 ・自己評価に係る

研究指定校事業実施要項

1趣 旨

学校における教育課程の実施状況に関する自己点検 ・自己評価に関する実践的な調

査研究を行い,児 童生徒の学習の実現状況の一層の改善に資する。

2研 究指 定校 事業の委嘱

(1)教 育課程 の実施状 況 に関す る 自己点検 ・自己評価 に係る研究指定校(以 下 「研 究

指 定校 」 とい う。)は,小 学校,中 学校及 び 中等教 育学校 の前期課程(以 下 「学校 」

とい う。)を 対象 とす る。

(2)都 道 府県教 育委員会,都 道 府 県知事 又 は附属学 校 を置 く国立大学長は,都 道府 県

教 育委 員会 にあ って は域 内又は所管の学校,都 道府 県知事 にあ って は所 轄:の学校,

附属学 校 を置 く国立大学 長 に あ っては所管の学校 の うち,研 究指 定校 に よる研 究の

希望 が ある場合 には,適 切 な学校 を選 定 し,別 紙 様 式 に よ り,国 立教育政 策研 究所

に提 出す る ものとす る。

(3)国 立教 育政策研究所 は,上 記(2)に よ り提 出の あった内容 を審査 し,本 事業 の

委嘱 が適 当 と認 めた場 合,別 途 定 める実施 計画書 の提 出 を求める。

(4)国 立教 育政策研 究所 は,上 記(3)に よ り提 出の あった実施 計画 書が適切である

と認 めた場合,公 立学校 に あ っては都 道府 県教 育委員会,私 立学 校 に あって は当該

学校 の設置者,国 立大学 附属 学校 にあって は当該国立大学長(以 下 「都道府 県教 育

委員会 等」 とい う。)に 本 事業 を委嘱す る。

3研 究期 間

研 究期 間は,原 則 として2か 年 とす る。

4研 究主題

目標 に準拠 した評 価 に よって得 られた児童生徒 の学習の実現状況の結果 を,学 校 に

お け る教 育課程 の実施 状況 に関す る自己点検 ・自己評価の過程 にどのよ うに生か し学

習の実現状況を改善 してい くか(生 か してい く項 目 ・方 法,そ の ため の年 間等 を通 し

て の取組,保 護者等 との関係,配 慮事項 な ど)に つい て調 査研 究す る。

5研 究指定校の運営等

(1)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,国 立教育政策研究所と密接な連絡をとり,

その援助と助言を受けて調査研究を行うものとする。

(2)研 究指定校は,校 内の研究体制を整備 し計画的,継 続的に研究を進め,研 究結果

報告を都道府県教育委員会等に提出するものとする。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,第1年 次の終了時に研究の中間報告書を,

研究の終了時に研究成果報告書を,都 道府県教育委員会及び国立大学長においては
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直接,私 立学 校 の設 置者 において は 当該都道府県知事を経由 して,国 立教 育政策研

究所 に提 出す る もの とする。

(4)国 立教 育政策研 究所 は,研 究の円滑 な実施 に資す るため,連 絡協 議会 を開催す る。

6経 費

(1)国 立教育政策研究所は,予 算の範囲内で,各 年度毎に研究に必要な所要額を都道

府県教育委員会等か らの請求に基づいて支払 うものとする。

(2)委 嘱金の支払いの対象となる経費及び各経費項 目への配分額:は,実 施計画書のと

お りとし,変 更する場合はあらか じめ国立教育政策研究所に報告 し,そ の指示を受

けるものとする。ただし,各 経費項 貝における配分額の変更増減が委嘱金額の20

%以 内の場合には,こ の限 りではない。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会等は,各 年度終了後速やかに別途定める収支精

算書を,都 道府県教育委員会及び国立大学長においては直接,私 立学校の設置者に

おいては当該都道府県知事を経由して,国 立教育政策研究所に提出するものとする。

7そ の他

国立教育政策研究所は,必 要に応 じて,研 究の実施状況及び経費の処理状況につい

て実態調査を行 う。
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(2)研 究 主題

平成16年 度教育課程の実施状況に関する自己点検 ・

自己評価に係る研究指定校事業 研究主題

【究主題】.

目標 に準拠 した評価 に よって得 られ た児童生徒の学習の実現状況の結果 を,学 校

にお け る教 育課程 の実施 状 況 に関す る自己点検 ・自己評価の過程に どのよ うに生か

し学習の実現状況を改善 してい くか(生 か して い く項 目 ・方 法,そ の た めの年 間 等

を通 しての取組,保 護者 等 との関係,配 慮事項 な ど)に ついて調 査研 究す る。

【己点検 ・自己評価の進 め方(例)】

(1)自 己点 検 ・自己評 価 の項 目及 び方法,評 価 の 手順 の変 更 または設 定
・指導 目標 ,指 導計画,指 導 内容,授 業時数,指 導体制,指 導 方法,評 価 規 準,

評 価方 法,教 材 ・教 具,施 設 ・設備,研 修 の状 況 な どの項 目,年 度 当初計画

と年 度 の実績 な どの 内容な どの 自己点検 ・評価 の項 目 ・内容 ・必要 なデー タ

等 を設定

・自己点検 ・自己評価 を行 う校内体制の確立

・保護者や地域の人 々の意 向,学 識 経験 者 等 に よる評価,児 童 生 徒 の声 の反 映

(2)児 童生 徒 の学習 の実現 状 況 の把 握 ・分析
・評価規準に照 らして行 った評価結果 ,全 国 的 な学 力調査 の結 果 との比 較,児

童 生徒 の学習 につ いて の意 識 の分析 な どを通 じて,児 童 生 徒 との学 習 の実現

状 況 を把握 ・分析

(3)学 習 の実現状況 に関す る課題 の共通理解

・上記分析か ら,学 習 の実現 状 況 に関す る課題 について全教:職員 の 共通理 解

(4)学 校 の運営状況 の 自己点検 ・自己評価。情報提供の取組への位置づけ

(5)評 価 の実施及 び評 価結 果 の集 計 分析

(6)評 価 結果 の分析 に よる次 年度 の教 育課程の改善策の検討

(7)評 価 結果 の保護者 や 地 域 の 人 々へ の公表(実 施 に 当たっ て,当 初 か ら検 討す

る必要 あ り)

・学校評議 員制度 やPTAへ の公表,公 表 に 当た って の配 慮 事項(時 期,項 目

・内容 ・デー タ,方 法,手 順 等)な ど

(8)評 価結 果 に対す る保護者 や 地 域 の人々か らの意見の収集 ・反映

↓

次年度の教育課程の改善 次年度の自己点検 ・自己評価計画の改善

↓

次年度の教育課程の実施及び自己点検 ・自己評価の実施
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(3)参 考 資 料

「児童生徒の学習 と教育課程の実 施状況の評価 の在 り方について(答 申)」 一抜粋一

平成 で2隼 竃2月4臼 教育諜程審i議会

第4章 教育 課程 の実施状 況等か ら見た学校の自己点検 ・自己評価の推進

ア 各学校が、児童生徒の学習状況や教育課程の実施状況等の自己点検 ・

自己評価 を行い、それに基づき、学校の教育課程や指導計画、指導方法等

について絶えず見直しを行い改善を図ることは、学校 の責務である。

イ 各学校が行 う自己点検 ・自己評価の内容 としては、教育課程の編成状

況 ・実施状況、指導方法や指導体制の工夫改善の状況、児童生徒の学習状

況等があるが、具体的な項 目、方法等は、各学校や設置者が地域や学校の

実態に応 じて適切に工夫する必要がある。

ウ 各 学 校 にお け る 自己 点 検 ・自 己評 価 に 当た って は 、学 校 評 議 員 制 度 を

活 用 す る こ とな どに よ り、 結 果 を保 護 者や 地 域 の 人 々 に説 明 す る こ とが 重

要 で あ る。 ま た 、 点 検 ・評 価 の 実 施 に 当た っ て も 、保 護 者 や 地 域 の人 々 の

声 を参 考 に 進 め る こ とが 大 切 で あ る。

工 今 後 、 各 学 校 にお け る 自己 点 検 ・自 己評 価 が 適 切 に 行 われ る よ う、 関

係 機 関 にお い て 自 己点 検 ・自己 評 価 の内 容 、 方 法 、公 表 の 在 り方 等 につ い

て の 研 究 開 発 を 進 め る こ とが必 要 で あ り、 そ れ らに 基 づ く各 学 校 で の 実践

を進 め る こ とが 期 待 され る。

(1)各 学校 が 、適 切 な教育課程 を編成 ・実施 した上で、児童生徒の学習状況や

教育課程の実施状況等について自己点検 ・自己評価を適切 に行い、それに基づ

き、学校の教育課程や指導計画、指導方法等について、絶えず見直 しを行い改

善を図ることは、学校の責務であ り、極めて重要な課題である。各学校が 自己

点検 ・自己評価を行 うことは、学校の自主性 ・自律性の確立と学校の経営責任

の明確化にも資す るものである。

各学校が、児童生徒の学習状況についての学校全体の状況を自己点検 ・自己

評価す ることは、各学校 の行 った 目標に準拠 した評価の結果を点検 ・評価す る

ことにな り、それを通 じて各学校 は、目標に準拠 した評価の客観性や信頼性を

高めることが必要である。
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(2)各 学校 にお け る教育課 程 の実施状 況等の自己点検 ・自己評価は、各学校の

教育目標等に照 らし、校長の責任の下に行 うものであるが、具体的にどのよ う

な項 目をどのような方法で評価す るかについては、それ 自体が各学校の特色に

なるとも考えられ、各学校や設置者が地域や学校の実態に応 じて適切に工夫す

る必要がある。

小、中、高等学校 においては、①各教科、道徳、特別活動及び総合的な学習

の時間それぞれについての指導 目標、指導計画、授業時数、評価の規準など具

体的な教育課程の編成状況、②各教科等の授業時数や指導内容の実績な ど事実

としての教育課程の実施状況、③個別捲導や グループ別指導、テ ィームテ ィー

チングなどの個に応 じた指導や、体験的な学習、問題解決的な学習、選択学習

への取組状況な ど指導方法や指導体制の工夫改善の状況、④年度当初の指導 目

標の実現状況、児童生徒の基礎 ・基本の習得状況など児童生徒の学習状況、⑤

目標に準拠 した評価の結果の状況や全国的な学力調査の結果 との比較 など学校

全体 としての児童生徒の学習状況、などを 自己点検 ・自己評価することが考え

られ る。その際、小 ・中学校の特殊学級において特別の教育課程による場合に

は、盲 ・聾・ 養護学校の 自己点検 ・自己評価の観点や方法 も参考に して、適切

なものとなるよう工夫す ることが大切である。

(3)幼 稚園 において は、① 幼児 の生 活や発達に即 してどのようなね らいを持ち、

どのような指導計画を作成 しているかな ど、具体的な教育課程の編成状況、②

どのような点に園 としての重点を置いた り特色を生か した りして指導 したかな

ど、事実としての教育課程の実施状況、③ティーム保育な ど園全体の協力体制

による指導をどの程度取 り入れているかな ど、指導方法や指導体制の工夫改善

の状況、④年度当初 に立て られた指導 目標 がどの程度実現 されたか、「生 きる

カ」の基礎 となる心情、意欲、態度はどの ように育ったのかなどの状況、な ど

を自己点検 ・自己評価す ることが考え られ る。

(4)盲 ・聾 ・養護 学校 にお いて は、小 、中、高等学校及び幼稚園同様、教育課

程の編成や実施の状況、指導方法や指導体制の工夫改善の状況、児童生徒の学

習の状況などを自己点検 ・自己評価することが考 えられる。

盲 ・聾 ・養護 学校の新 しい学習指導要領では、自立活動や重複障害 の児童生

徒の指導に当たって個別の指導計画を作成することとしている。また、盲 ・聾

・養護 学校 については、教育課程編成等の特例により障害の状態等に応 じて弾

力的な教育課程の編成や学習指導の工夫ができるようになっている。盲 ・聾 ・

養護学校 にあっては、これ らのことも踏まえ、幼稚部から高等部までを通 じ、

幼児児童生徒一人一人の障害の状態等を的確に把握 し、それに応 じた教育活動
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を適 切 に 計 画 、 実 施 す る こ とが で きた か とい った観 点 に十 分 留 意 して 、 自己点

検 ・自己 評 価 を 行 う こ とが 重 要 で あ る。

(5)各 学校 にお いて教育課程 の実施 状況等の 自己点検 ・自己評価を進めるに当

た っては、学校 を地域に開かれたものとし、家庭や地域社会 との連携を深める

とい う視点が重要である。新 しい学習指導要領等では、「総合的な学習の時間」

が創設 され るな ど特色ある学校づくりが求められてお り、教育活動の計画や実

施の場面において保護者や地域の人々の協力を得 ることや、学校の特色を保護

者や地域の人々に説明す るなど、開かれた学校づ くりを一層進 める必要がある。

このような観点か ら、 自己点検 ・自己評価の実施に当たっては、学校評議員

制度を活用することなどにより、保護者や地域の人々の声を参考に して進める

とともに、その結果を、保護者や地域の人々に説明 し、意見 を聞き、その後の

教育課程の編成や指導の改善に反映 させ、保護者や地域の人々の協力を得て教

育活動 を展開 していくことが、必要である。

なお、自己点検 ・自己評価の公表については、地域や学校の実情に応 じて、

各教育委員会等 においてその在 り方を検討することが望ま しい。また、公表に

当たっては、序列化などの問題が生 じないよ う、十分留意する必要がある。

(6） 今 後 、各学校 にお ける 自己点検 ・自己評価が適切に行われ るよう、関係機

関において、教育課程の実施状況等の自己点検 ・自己評価の内容、方法、公表

の在 り方等 について研究開発 し、各学校において活用できるようにすることが

必要である。その際、国立教育政策研究所、国立特殊教育総合研究所、都道府

県や市町村の教育センター ・教育研究所等、教員養成大学 ・学部等教育研究機

関の果たす役割が期待される。

また、それ らに基づき、各学校での実践を進めることが期待 される。既に教

育委員会によっては、学校運営の自己点検 ・自己評価のための項 目等を定め、

各学校 に示 している例 も見 られ る。都道府県教育委員会や市町村教育委員会に

よるガイ ドラインづ くりな どの支援策が講 じられることも有効であ り、また各

学校が 自己点検 ・自己評価 した結果を、都道府県教育委員会や市町村教育委員

会が把握 し今後の指導に生かすとともに、それぞれの地域における学校教育の

改善充実に生か していくことが重要である。

国においては、評価項 目、評価方法等についての研究開発に対 し、支援策を

講 じていくことが必要である。
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(4)平 成16・17年 度教育課程の実施状況に関す る

自己点検 ・自己評価 に係 る研究指定校事業指定校一覧

【小学校】

都道府県名

岩手県

秋 田県

福島県

神奈川県

大阪府

広島県

福岡県

学 校 名

一戸 町立一戸南小学校

能代市立浅内小学校

塙町立常豊小学校

城山町立川尻小学校

守 口市立八雲小学校

松原市立恵我小学校

豊能町立東能勢小学校

尾道市立久保小学校

福山市立春 日小学校

福津市立神興東小学校

【中学校】

都道府県名

高知県

福岡県

学 校 名

四万十市立中村中学校

中間市立中間南中学校

計12校(小 学 校10校,中 学 校2校)
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(5)担 当 官

博

保之
一郎

成失

光久

洋

潔

秀史

泰裕

根本

宮鋼

井上

吉棚

日置

高須

杉田

吉開

小玉

:大倉

文部科学省初等中等教育局主任視学官

文部科学省初等中等教育局視学官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研二究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官
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沸

評価の工夫改善に関する総合的推進地域事業
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(1)平 成17・18年 度 評価 の工夫改善に関す る総合的推進地域事業実施要項

1目 的

現行学習指導要領 において重 視 されている 「目標に準拠 した評価」の定着を図 るため

には,そ の評価が客観 的で,信 頼で きる もので あ ることが求 められる。

このため,各 学校 にお ける評価 の工夫改善 は もとより,地 域 内の各 学校,教 育委員会,

教育セ ンター等が連携 ・協力 し,評 価 の工夫改 善のための総合的 な取組を行い,そ の成

果 を普及 す る ことに よ り,聰 標 に準拠 した評価 」 の客観 性 ・信頼性を高めることに資

する。

2委 嘱 の手続 き

(1)本 事業 の委嘱 を希望す る都道府 県教育委員会は,別 紙様式の希望調書 を国立教 育政

策研究所に提出する。

(2)国 立教 育政策研究所 は,上 記(1)に よ り提 出のあった内容 を審査 し,本 事業の委

嘱 が適 当と認 めた場合,別 途 定 める実施計画 書の提 出を求める。

(3)国 立教 育政策研 究所 は,上 記(2)に よ り提 出の あった実施計画書 が適切であると

認 めた場合,当 該都道府 県教育委員 会に対 し,本 事業 を委嘱す る。

3委 嘱期間 2か 年 とす る。

4事 業の実施方法

(1)国 立教育政策研究所 は,本 事 業の実施 を委嘱す る都道府 県教育委員会(以 下 「関係

都道府 県教育委員会 」 とい う。)か ら提 出 された実施計 画書 に基づ き,評 価 の工夫 改

善に関す る総合的推進地域(以 下 「推進地域」 とい う。)を 指 定す る。

(2)推 進地域 は,原 則 と して一 教育事務所又 は複数の市町村をその単位 とす る。但 し,

相 当程度 の規模 の市 においては単独で も可能 とす る。

(3)関 係都道府 県教育委員会 は,推 進地域 内の小学校 及び中学校 の中か らそれぞれ複数

の学校を評価の工夫改善に関する推進校(以 下 「推進校」 とい う。)と して指 定す る。

また,協 力機 関 として都道府 県の教 育セ ンター ・教育研究所,市 町村 の教育 委 員会,

教 育セ ンター ・教 育研 究所 を指定す る。

(4)関 係都道 府県教育委員 会は,推 進地域 内 にお ける本事業 の円滑な実施を推進するた

め,評 価 の工夫改善 に関す る総 合的推進委員会(以 下 「総合推進 委員 会」 とい う。)

を設 けるもの とす る。

総 合推 進委員会は,教 育委員会及 び教育セ ンター関係者のほか,推 進校関係者,P

TA関 係者 等 をもって構成す る。

(5)関 係都 道府県教育委員会 は,推 進 校 に対 し,本 事業の実施に関 して必要 な指 導 ・助

言を行 う。また,国 立教育政策研 究所 は,関 係都道府 県教育委員会 に対 し,本 事業 の

実施 に関 して必要 な指導 ・助言を行 う。

(6)国 立教 育政策研 究所 は,本 事 業の 円滑 な実施 に資す るた め,「 評価 の工夫 改善 に関

す る総合推進連絡協議会」を開催する。

(7)国 立教育政策研究所 は,毎 年 度,各 推進 地域 にお ける取組 の成果 を広 く全国に普及

するため,都 道府県教 育委員 会の 関係者等 が参加する研究協議会を開催する。
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5事 業の主な内容

地域内の各学校,教 育委員会,教 育センターが連携 ・協力 して,目 標に準拠 した評価

の客観性 ・信頼性を高める観点から,主 に次のような総合的な取組を行う。

①評価規準,評 価方法等の工夫改善
・評価規準の継続的な検討 ・見直し

・各教科の特質や評価の場面等に応 じた評価方法の工夫改善

・評価の総括

・評価結果を踏まえた指導の改善 など

②児童生徒や保護者等への評価に関する情報の提供
・通信簿の工夫

・評価の考え方や評価規準,評 価方法についての説明 など

③研究 ・研修活動を通 した各学校 ・各教員の評価についての力量の向上

④学校間及び教育関係機関との連携方策

6報 告書の提出

関係都道府県教育委員会は,第1年 次の終了時に中間報告書を,研 究の終了時に報告

書を,国 立教育政策研究所に提出するものとする。

7経 費

(1)国 立教 育政策研 究所 は,予 算 の範 囲内で,各 年度 毎に研 究に必要 な所要額:を都道府

県教 育委員 会等 か らの請求に基づいて支払 うものとす る。

(2)委 嘱金 の支 払いの対象 とな る経 費及び各経費項 目への配分額は,実 施計画書 の とお

りと し,変 更す る場 合 はあ らか じめ国立教育政策研究所 に協議 し承認を受けるものと

す る。ただ し,各 経 費項 昌におけ る配 分額 の変更増減が委嘱金額の20%以 内,も し

くは,5万 円以内の場合 には,こ の限 りでない。

(3)委 嘱 を受 けた都 道府 県教 育委 員会は,各 年度終了後速やか に別途定め る収支精算書

を国立教育政策研究所に提出す るもの とする。

8そ の他

国立教 育政策研 究所 は,必 要に応 じ,こ の事業の進捗状況及 び経費 の処理状況につい

て,実 態 調査 を行 う。
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(2)「 平成17・18年 度 評価 の工 夫改 善 に関 す る総 合 的推進地域事業』に
おける研究 の進め方について

各 指 定 地 域 にお い て は,「 目標 に 準拠 した 評 価 」 の 客観 性 ・信 頼 性 を 高 め る た め に,地

域 内 の各 学 校,教 育委 員 会 等 が 連 携 を図 り,下 記 に よ り研 究 を行 うも の とす る。

1研 究 体 制 の 整備

都 道 府 県 教 育 委 員 会 は推 進 地 域 内の 小 学 校 及 び 中学 校 の 中 か らそれ ぞ れ 複 数 の 学 校 を
推 進 校 と して 指 定 す る と ともに,教 育 セ ン タ ー,市 町 村 の 教 育 委員 会 等 を 協 力機 関 と し

て指 定 す る。 また,評 価 の 工 夫 改 善 に 関す る 総 合推 進 委 員 会 を設 け,本 研 究 の 実 施 に係

る体 制 を整 備 す る。
※ 総 合 推 進 委 員 会 は,教 育 委 員 会 及 び 教 育 セ ン ター 関係 者,推 進 校 関係 者,PTA

関係 者 等 を も って構 成す る。

2研 究 の対象教科
全教職員で研究に取 り組めるように複数の教科 とする。

3研 究 事 項

地 域 内 の各 学 校,教 育 委 員会,教 育 セ ン ター 等 が 連 携 ・協 力 して,「 目標 に 準拠 した
評 価 」の 客 観性 ・信 頼性 を 高 め るた め の研 究 を行 うもの と し,そ の 際 次 の 点 に 留意 す る。

(1)各 学 校 に お け る取 組

① 評 価 規 準,評 価 方 法 等 の 工夫 改 善
・評 価 規 準 の検 討 ,見 直 し
・評 価 方 法 の 工 夫改 善

・児 童 生徒 の 実 現状 況 を と らえ る教 師 の 力 量 の 向 上
・評価 の総 括 の 考 え方 や方 法 .
・評価 結 果 を踏 ま えた 指 導 の 改 善
・教 育 課 程 実 施 状 況調 査 等 の 適 切 な活 用 の在 り方 な ど

② 評 価 に関 す る情 報 の提 供 の 在 り方
・通 信 簿 の 工 夫

・評 価 に関 す る説 明 な ど

③ 評 価 に関 す る研 究 ・研 修 の在 り方
・各 教 員 の力 量 向上 の た めの 効 果 的 な研 修 の 工夫

(2)学 校 間 及 び教 育 関 係 機 関 との 連 携 の 取組
評 価 方 法 等 の 工夫 改 善① 評 価 規 準,

・各 学 校 が 作 成 した 評 価 規 準 及 び評 価 方 法 等 を持 ち寄 り,比 較 ・検 討 し基 本 的 な考 え

方等 につ いて,共 通理解 を図 る とともに,評 価 規準,評 価 方法 等 の工夫 改善 を進 める。
・複 数 校 で の 同一 教 科 ,同 一 単 元 で 評 価 を行 い,評 価 規 準,評 価 方 法 等 の 工 夫 改善 を
進 め る と と もに,児 童 ・生 徒 の 目標 の 実 現 状 況 を と ら える教 師 の 力 量 の 向 上 を 図 る。
・教 育課 程 実 施状 況 調 査 等 の 適 切 な活 用 の在 り方 な ど

・各 学校 や 教 育 委 員会 等 が 行 う評 価 の情 報 提 供 の在 り方 な ど
② 評 価 に 関す る情 報 の提 供 の在 り方

③ 評 価 に 関す る研 究 ・研 修 の在 り方 及 び,連 携 の仕 組 み づ く り
・効 果 的 な 研 修 の在 り方
・各 学 校 ,教 育 委員 会,教 育 セ ン ター 等 の 役 割 の 明確 化 と,校 長 会 等 も含 め た 効果 的
な 連 携 の 在 り方 な ど

そ の 他(3)
・各 推 進 校 にお いて は ,全 教 職 員 で研 究 に 取 り組 め る よ うに配 慮 す る こ と。
・推 進校 の研 究や連携 の仕 組み づ く りについ て は,教 育委員 会等 が積極 的 に 関わ る こ と。
・研 究 の推 進 や 成 果 の検 証 に 当 た っ て は ,総 合 推 進 委 員 会 を 十分 機 能 させ る こ と。
・推 進 地 域 にお け る研 究 の成 果 を 普 及 す る方 法 に つ い て も考慮 す る こ と。

・研 究 指 定 の 期 間は 集 中 した 研 修 や 実 践 を行 うこ とにな る と考 え られ るが,研 究 指 定

の期 間 が 終 了 後 も継 続 して 取 り組 め る連 携 の仕 組 み づ く りを 目指 す こ と。
・教 育 課 程 研 究 セ ン ター が作 成 した 「評 価 規 準 の 作 成,評 価 方 法 の 工 夫 改 善 の た め の

参 考 資料 」 の 効果 的 な 活 用 に つ い て,配 慮 す る こ と。

4報 告 書 の提 出

第1年 次 の終 了 時 に 中 間報 告 書 を,研 究 の 終 了 時 に報 告 書 を,国 立 教 育 政 策研 究 所 に

提 出す る。 様 式 につ い て は,追 って 連 絡 をす る。

5そ の 他

研 究 の 推 進 に あた って は,国 立 教 育政 策 研 究 所 との連 携 を密 に して 取 り組 む こ と。
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(3)平 成17・18年 度評髄の工夫改善に関する総合的推進地域事業推進地域一覧

1

2

3

4

5

都道府渠名

北海道

新潟県

広島県

佐賀県

熊本県

推進地域名

札幌市

見附市

呉 市

武雄市

玉 名 市(予定)

5地 域:

(4)担 当官

板良敷 敏

:大杉 昭英

寺闘 登

笹尾 幸夫

上野 耕史

村上 尚徳

冨山 哲也

永 田 潤一郎

工藤 文三

新野 貴則

干々布 敏弥

文部科学省初等中等教育局視学官

文部科学省初等中等教育局視学官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程礒究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部総括研究官

国立教育政策研究所教育課程研究センター基礎研究部研究員

国立教育政策研究所研究企画開発部主任研究官

地域担当

地域名

北海道札幌市

新潟県見附市

広島県呉市

佐賀県武雄市

熊本県玉名市(予定）

担 当 官

大杉視学官 新野研究員

上野調査官 千々布主任研究官

板良敷視学官 笹尾調査官 冨山調査官

村上調査官 工藤総括研究官

寺田調査官 永田調査官
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生きる力をはぐくむ読書活動推進事業
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(1） 平成16・17年 度生きるカをはぐくむ読書活動推進事業(読 書活動推進地域事業)

実施要項

1目 的

児童 生徒の読書活動 に関 し,学 校 図書館 を含 めた学校 にお ける学習活動,公 共 図書館

の活用,家 庭での働 きかけな どを相 互に連携 させなが ら,学 校 ・家庭 ・地域社会 が一体

とな った効果的な取組方法について実践的な研究を行い,生 きる力 をは ぐくむ読 書活動

の一層の推進に資する。

2読 書活動推進地域事 業の委嘱 等

(1)国 立教育政策研究所 は,10地 域程度 を読書 活動推 進地域(以 下 「推進 地域」 とい

う。)と し,推 進地域の所在す る都道府県教育委員会に本事業を委嘱す る。

(2)推 進地域 の範囲は,複 数 の小学校 区程度 とす る。

(3)推 進地域 の所在す る市町村教 育委員会(以 下 「推進地域 市町村教育委員会」とい う。)

は,原 則 と して,推 進地域 内の小学校,中 学校,高 等 学校,中 等教育学校,盲 学校,

聾学校及 び養 護学校の 中か らあわせて3校 程度以 内の推 進協力校及 び協力機関(公 共

図書館,公 民館(図 書 室)等)を 指定す る。

3委 嘱 の手続

(1)委 嘱 を受 けよ うとす る都 道府 県教育委員会は,別 紙様式 によ り希望調書 を国立教育

政策研究所に提出す るもの とする。

なお,委 嘱の希望に 当た って は,読 書活動推 進地域事 業を実施す るために必要な施

設 ・設備の利用ができ,か つ推進 協力校そ の他 関係機 関 ・団体の協力が得 られるよう

配慮すること。

(2)国 立教育政策研究所 は,上 記(1)に よ り提 出のあった内容 を審査 し,本 事業 の委

嘱 が適 当 と認 めた場合,別 途 定 める実施 計画書 の提 出を求める。

(3)国 立教 育政策研究所 は,上 記(2)に よ り都道府 県教 育委員会 か ら提出 された実施

計画書が適切であると認 めた場合には,当 該都道府 県教育委員 会に対 し,実 践研 究 を

委嘱す る。

4指 定期 間

原則 として2か 年 とす る。

5事 業の内容

推進 地域市町村教 育委 員会は,推 進地域 にお いて,「 生 きるカ」 をは ぐ くむ 読書活動

を推 進する観点か ら,学 校,家 庭,地 域社会 が相互 に連携 し,児 童生徒 の読書 を進 め る

た めの効果的な取組方法について実践的な研究を行 うもの とする。

事業の実施に当たっては,

① 読書 に関す る現状調査 を行 うとともに,読 書活動 を推 進 した こ とに よる読書量の

増加その他の具体的な効果の把握 を行 うものとす る。

② 事業の内容には,他 の図書館(公 共図書 館,他 校 の学校 図書館 〉,児 童 生徒の保

護者,地 域の 関係機 関等,「 学校,家 庭,地 域社 会」の三者 の連 携 を含 む ものとす

る。
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6事 業の実施

(1)読 書活動推 進会議

推 進地域 市町村教 育委員会は,学 校教育 関係者,社 会教 育関係者,児 童生徒 の保護

者,企 業 関係 者,学 識経 験者 等か ら委員 を委嘱 して,読 書活動推進 会議(以 下 「推進

会議 」 とい う。)を 設 置す る。

推 進会議 は,推 進 地域 にお ける読書活動推進 の各種取組が一体のものとして効果的

に推進 され るよう,読 書 に関す る現状 につ いて調査 を行い,全 体 計画の策 定等 につい

て協議 し,読 書活動 の推進成果 につい て評価する。また,推 進 協力校等に対す る助言,

指 導及び調 査等 を行 うもの とす る。

(2)推 進協力 校等

推 進協力 校及 び協 力機 関は,推 進会議 の定める ところ によ り,相 互の連携 を図 りな

が ら実践 的研 究を行 う。

7事 業の運営

(1)推 進地域市町村教育委員会は,都 道府県教育委員会との緊密な連携のもと事業を実

施するものとする。

(2)推 進地域市町村教育委員会は,各 年度終了後速やかに事業実施報告を,そ の所在す

る都道府県教育委員会に提出するものとする。

(3)都 道府県教育委員会は,推 進地域市町村教育委員会から提拙 された事業実施報告を

もとに実績報告書を作成 し,国 立教育政策研究所に提出するものとする。

(4)都 道府県教育委員会が作成した実績報告書については,国 立教育政策研究所におい

てその収録を編集 し,公 表することができるものとする。

(5)国 立教育政策研究所は,本 事業の円滑な実施に資するため,連 絡協議会を開催する。

8経 費

(1)国 立教育政策研究所は,予 算の範囲内で,各 年度毎に研究に必要な所要額を都道府

県教育委員会からの請求に基づいて支払 うものとする。

(2)委 嘱金の支払いの対象となる経費及び各経費項目への配分額は,実 施計画書のとお

りとし,変 更する場合はあらかじめ国立教育政策研究所に報告し,そ の指示を受ける

ものとする。ただし,各 経費項目における配分額の変更増減が委嘱金額の20%以 内

の場合には,こ の限 りではない。

(3)委 嘱を受けた都道府県教育委員会は,各 年度終了後速やかに別途定める収支精算書

を,国 立教育政策研究所に提出するものとする。

9そ の他

国立教育政策研究所は,必 要に応 じ,こ の事業の進捗状況及び経費の処理状況につい

て,実 態調査を行 う。
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なお,推 進地域市町村教育委員会は,本 事業の成果を広く関係者に普及する機会を設

ける観点から,本 センターが全国3会 場で毎年度開催している 「学校図書館活用フォー

ラム」の会場(推 進地域 が属す るブ ロ ック)に おいて本事業 の成果 を展示発表するもの

とす る。



(2)読 書に関す る現状調査

平成16・17年 度生きるカをはぐくむ読書活動推進事業における

『読書に関する現状調査」実施要領

1調 査のねらい

平成16年5月 調査を基準点として調査を行い,本事業における読書に関する取組が,

児童生徒の読書冊数や意識等にどのような影響を与えたかなど,事 業の具体的な効果を

把握する。

2調 査 の内容

この調 査 は,平 成16,17年 度 とも,す べ ての推 進協力校で行 う。

(1)調 査 対 象 時 期(()内 は,調 査 を 実施 す る時 期)

6月(7月),8月(9月),ll月(12月),1月(2月)と す る。 な お,平 成

16年 度 の み,5月(6月)も 実 施 す る。

(2)調 査 内容(調 査用紙,集 計用紙参照)

小学校 第3～6学 年,中 学校1～3学 年 の児童 生徒の1か 月の読書冊数

(3)調 査 対象

推進 協力校の各学年1学 級(対 象学級 は,1年 間変更 しない こと。)

(4)結 果の報告

調査結果は,各 府県教育委員会が， 進 力校分を集めて,無 に国立教育政

策研究所あてに電子メールで送付する 。その際,以 下の点に留意すること。

ア エクセルのデータは学校 ごとに別ファイル とす る。 したがって,推 進校 の数 の フ

ァイル を送付す ること。

イ フ ァ イ ル 名 は,「 命 ○ ○ 立 △ △ 読 書17工]」 とす る(例rl東 松 園 小17.06」)。

「刷 に は,「 別 紙2」 に示 す,こ の 調 査 用 の推 進 協 力 校 番 号 を,半角数字で

入 力す る。

「□ 」 には,調 査 対 象 月 を,半角数字で 入 力 す る(例 「5月 」 は 「05」)。

ウ フ ァイ ル 内の構 成 は,1学 年 に つ き1シ ー トとす る。 見 出 しタ グ は 「第 ○ 学 年 」

とす る。 した が って,小 学 校 は1校 につ き シ ー ト4枚,中 学校 は1校 につ き シー ト

3枚 とな る。

工 電子メールで送信す るときのメールの件名は,「 読書調査16.□ ▽▽県」 の よ うに

す る。(例 「読書調査17.06岩 手県」)

「□」 には,調 査 対象 月 を,ま 搬 入力す る(例 「6月 」 は 「06」)。

オ 送 付 先 の 電 子 メ ー ル ア ド レ ス は 「kaihatsu@nier.go.jp」 。

力 送付締切は,毎 回,調 査対象 月の翌 月(調 査 を実施す る月)の15日 。
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(5)そ の他

ア 記入 に当た って は,調 査票 の※印 を付 けた記入 上の注意事項に気を付けること。

イ 調査票に記入す る 「実施 した取組」は,調 査 対象 とな った学級 の児童 ・生徒にか

かわるもののみ とする。例えば,小 学校 第5,6学 年 のみを対象 とした 「学校外 に

おける地域の取組」は,小 学校 第3,4学 年の調査票 の 「学校外 にお ける地域の取

組」には記入 しない。

ウ1学 年1学 級 の学校等 で,「 学 年独 自の取組」 と 「学級 独 自の取組」 とが同一に

なる場合 は,「 学級独 自の取組 」の欄 には,「 学年独 自の取組 と同 じ」 と記入 してよ

い 。

エ調査表の改変（項目名の変更， 行や列の挿入や削 ・・ セルの結合等)は しない こ

都 .

鉦調査用紙 参考例翌

あなたは○月1か 月 の問に,本 を何 冊 ぐらい読みま したか。借 りて読んだ本 も

入れて くだ さい(教 科 書,学 習参 考書,マ ンガ,雑 誌 やふ ろ くはのぞ く)。1冊

も読まなか った人 は0と 書 いて くだ さい。

答 冊

注:調 査 対象 とな る読書

調査 対象月 の1か 月 に読 んだ本の冊数です。

教科 書,学 習参 考書,マ ンガ,雑 誌や付録 は除 きます ので,「○年生の学 習」「小

学 ○年生 」 「少年ジャンプ」 「別冊マーガ レット」など,月 刊誌や 週刊誌 は入 らな

い,単 行 本 であ って もコミックの類 は入 らない とい うことを具体的な例をあげて

説明 して ください。

調べ るために読んだ本などについては,そ の分量 内容等を確認 して,各 学校

で,1鼎 と認 め られ るか ど うか判断 して くだ さい。(単 に,事 典 のあ る項 目を引

いた だけな どは含 めない ものとします。)
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児 童(生 徒)の 読 盤 量 調 査

※「「か 月の平均読 書冊数」には,学 級の児童の1か 月 の読書冊数 の平均値(小 数 点第2位 以 下四捨五入)を 記入すること。

※「1か月の読書 冊数の中央値」には,例 えば35人 学 級であれ ば,読 書 冊数順 に並べ て18番 自の児童の冊数を記入すること。3◎人学級であれ ば,
15番 囲と壌6番 目の児童 の冊 数の平均値(小 数点 以下四捨五 入)を 記入すること。

※「全体1は.こ の表 の男女の数値(8稔 とα2,8紹 とC13)を 足 して2で 割ったものでは:なく,全 体の平均,及 び 中央値を算出して記 入すること。

※平成16年5月 は,継続と新規の欄を分けず,これまでに案施してきた取組をまとめて記入すること。(5月集計のシートを用いること。)

※保護者や地域と連携して行った取組のうち,学校内で行ったものについては,「全校の取組」「学年独自の取組」「学級独自の取組」のいずれか該当
する欄に記入すること。
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児 童(生 徒)の 読書 量 調 査

※「1か月 の平均読 書冊数 」に は,学 級の児童 の1か 月の読書冊数の 平均値(小 数点第2位 以下 四捨 五入)を 記入すること。

※ 「1か月の読書冊 数の 中央値」には,例 えば35人 学級であれば,読 書 冊数順に並 べて18番 目の 児童の冊数 を記入すること。30人 学級であれ ば,
堰5番 目と16番 霞の児童 の冊 数の平 均値(小 数 点以下四捨五入)を 記入すること。

※ 「全体」は,こ の表 の男女 の数値(B12とCね,813と α3)を 足 して2で 割ったものではなく,全体 の平均,及 び中央値を算出して記 入すること。

※1異 施 した取紺」には,前 調査との間 に実 施した取 紺(前 調査 時か ら継続 して実施 しているもの(上 段)と,新 たに冥施したもの(下 段)とに分 けること)

を記入すること。新たに実 施した取組 には,従 来から行っているもので,前 調査時には記入 していないもの(例 えば恒例 の読審まつり,一 括貸 出図書
の更 新,新 規購 入図審 の提供など)を含 む。なお,平 成16年5月 は,継 続と新規の欄を分けず,こ れまでに実施してきた取組をまとめて記入すること。

(5月 集計 のシー トを用いること。)
※保 護者や地 域と連携して行った取組の うち,学 校 内で行ったもの については,「全校の取 組」「学年 独 自の取組」「学 級独 自の取組 」のいずれか 該当

する欄 に記入すること。
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(3)平 成16・17年 度生きるカをはぐくむ読書活動推進事業推進地域一覧
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(4>担 当官

醗申

井上

杉蟹

冨幽

永井

西辻

宮下

孝一
一郎

洋

哲也

克昇

正副

和己

文部科学省初等中等教育局視学官

国立教育政策研究所教育課程研究センター硯究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程醗究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター砺究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所生徒指導硯究センター総括研究官



8我 が国の伝統文化を尊重する教育に関する

実践モデル事業
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(1)平 成17年 度我が国の伝統文化を尊重する教育に関する

実践モデル事業実施要項

1目 的

学校教 育 において児 童生徒 が我が国に伝わる伝統や文化 にふれる機会を

充実す ることにより,我 が 国の伝 統や文化 への関心や理解 を深 める ととも

に,そ れ らを大切に しよ うとす る態度を育て,豊 か に生 きるカ を育む こと

に資す る。

2事 業の委嘱及び実施

G)本 事業の実施 を希望す る都 道府 県 ・政令指定都市教育委員会は,別 紙様

式1に よ り実施計画書 を作成 の上,所 定 の期 日までに国立教育政策研究所

あて提出するもの とす る。国立教育政策研究所は,提 出 され た実施 計画書

を審査 し,事 業 の実施 を都 道府県 ・政令指 定都市教育委員会に委嘱す る。

(2)事 業の委嘱 を受 けた都 道府 県 ・政 令指定都市教育委員会(以 下 「都道府

県 ・政 令指定都 市教 育委員会」と:いう。)は,本 事業 を実施す る学校(小

学校,中 学校,高 等学 校,中 等教 育学校,盲 学校,聾 学校,養 護 学校 の 中

か ら選 定す る。以 下 「モデル校」 とい う。))を 指 定す る。

(3)モ デル校 の学校種,学 校数(都 道府 県 にお いては全体 で4校 程度 まで,

政令指 定都 市において は全体 で3校 程度 まで),「 モデル校 」等 の呼称等,)

につ いては,地 域や 学校 の実態 等 に応 じて,都 道府 県 ・政令指 定都市 教育

委員 会において決定するもの とする。

(4)都 道府 県 ・政 令指 定都 市教育委員 会は,域 内の学校 にお ける我 が国の伝

統文化を尊重す る教育の充実を図る観点から,適 宜,運 営協議会等 の組織

を設 けるな ど,事 業 の円滑な実施 のた めの体制 を整備するとともに,そ の

成果 の普及 を図 るもの とす る。

3研 究課題
モデル校は,地 域や学校等の実態に応 じて,次 の①と②について実践研

究を行 う。

① 我が国の伝統文化に関する教育について,教 育課程への位置づけ,指 導
内容,指 導方法,教 材についての実践研究
・児童生徒が学校教育の中で我が国に伝わる伝統文化にふれたり,我 が

国の伝統文化に対する認識を深める機会を充実するための全体計画,

指導計画等の作成についての研究
・学校教育において,我 が国の伝統や文化に児童生徒がふれる機会を充

実するための指導方法と教材開発についての研究
等

(伝統文化に関する教育の例)

茶道,華 道,日 本舞踊,和 装や礼法,伝 統音楽(邦 楽,和 楽器など),

郷土芸能,伝 統工芸など

② 外部人材や団体等との効果的な連携方策
・児童生徒が学校教育の中で我が国の伝統文化にふれる機会を支援する

ための外部人材や団体等との連携を図る体制づくりについての研究
・授業において外部人材や団体等を生か し,児 童生徒が我が国の伝統文

化にふれる機会を充実させる指導方法についての研究
等

4委 嘱期間

平成17年 度 の1年 間 とす る。

5モ デル校の運営等
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葭

ー

望

(1)委 嘱を受けた都道府県 ・政令指定都市教育委員会は,国 立教育政策研究

所と密接な連絡をとり,そ の援助と助言を受けて事業を実施するものとす

る。

(2)モ デル校は,校 内の研究体制を整備 し計画的,継 続的に研究を進め,事

業実施報告書を都道府県 ・政令指定都市教育委員会等に提出するものとす

る。

(3)委 嘱を受けた都道府県 ・政令指定都市教育委員会は,事 業の終了時にモ

デル校から提拙 された事業実施報告書をもとに事業実績報告書を作成し,

国立教育政策研究所に提出するものとする。

(4)事 業実績報告書等の様式その他必要な事項については,国 立教育政策研

究所から別途連絡する。

(5)事 業実績報告書については,国 立教育政策研究所においてその集録を編

集 し,書 籍その他の媒体により公表することができるものとする。

6経 費

(1)国 立教 育政策研 究所 は,予 算の範囲内で,各 年度毎 に研 究に必要 な所要

額 を都道府県教育 委員会等か らの請求に基づいて支払 うものとす る。

(2)委 嘱金 の支 払いの対象 とな る経費及び各経費項 目への配分額は,実 施計

画書 の とお りと し,変 更す る場合 はあ らか じめ国立教育政策研究所に協議

し承認 を受けるものとす る。ただし,各 経費項 目にお け る配 分額 の変更増

減が委嘱金額の20%以 内,も しくは,5万 円以 内の場合 には,こ の限 り

で ない。

(3)委 嘱 を受 けた都道府 県教育委員会 は,各 年度終 了後速や か に別途定 める

収支精算書 を国立教育政策研究所に提出するものとす る。

7そ の他

国立教育政策研 究所 は,必 要 に応 じ,こ の事業 の進捗 状況及 び経費の処理

状況について,実 態調査 を行 う。
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平成17年 度我が国の伝統文化を尊重する教育に関する実践モデル事業モデル校一覧
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(3)担 当官

宍戸

永田

國木

囲村

大熊

奥村

望月

職成

繁雄

健司

学

信彦

高明

昌代

文部科学省初等中等教育局視学官

国立教:育政策硯究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策硯究所教育課程研究センター研究開発部教蕎課程調査官

国立教育政策硯究所教育課程硯究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策醗究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調査官

国立教育政策研究所教育課程硬究センター醗究闘発部教育課程調萱官

国立教育政策醗究所教育課程研究センター研究開発部教育課程調萱官
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生徒指導総合連携推進事業
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(1)生 徒指導総合連携推進事 業実施要項

平成13年4月1日 国 立教 育 政 策 研 究 所 長 裁 定

平成14年4月1日 一 部 改 正

平成16年4月1日 一 部 改 正

1趣 旨

い じめ、暴 力 行為 、不 登 校 、少 年 非 行 な ど、児 童 生 徒 の 問題 行 動等 は依 然 と して憂 慮 す

べ き状 況 にあ り、 各地域 が直 面 して い る闘題 行動 等 の状 況 も多様 な もの とな って い る。

そ の た め 、地 域 の構 成 員 で あ る家庭 、学 校 、 地 域 住 民 、 企業 、民 間 団体 、 関係 機 関 が一

体 とな っ て 、 この よ うな 多 様 な 問 題 行 動 等 の 予 防や 解 決 と児 童 生 徒 の健 全 育成 に 向 け 、地

域 のネ ッ トワー クづ く りを踏 ま えた 実践 的 な取 組 を行 う。

2事 業の委嘱

(1)都 道府県教育委員会 に委嘱 し、実施する。

(2)国 立教育政策研 究所は、都道府 県教 育委員会 より提出された実施計画書の内容が適切

であると認めた場合に事業の委嘱をする。

3委 嘱期間

事業の委嘱は会計年度 ごとに行 うが、原則 として委嘱予定期間は2年 間 とす る。

4事 業 の 内容

委 嘱 を受 け た都 道府 県 教 育委 員 会 は 、 以 下 の(1)と(2)を 基 本 と し、推 進 地域 の 実 情 に応

じ(3)～(6)を 参考 と して具 体 的 な調 査研 究 及 び 実 践的 な取 組 を行 う。

(D学 校 、家庭、地域住民、企 業、民間団体、関係機関との連携 ・協力による問題行動等

の予防や解決 と児童生徒の健全 育成に向けた横断的な取組など地域にお けるネ ッ トワー

クづ くり

(2)地 域 にお ける生徒指導上 の諸 問題 の実態や健全育成の在 り方についての基礎的な調査、

分析及び効果的な対応策の確立

(3)い じめ、暴力行為、不登校 、少年非行に対する有効な指導:の在 り方 な ど、課題 とす る

問題 についての調査研究及びその成果を踏まえた実践的な取組

(4)地 域 にお ける体験活動 の機 会 の充実や相談体制の充実など、課題 とする方策にっいて

の調査研究及びその成果を踏まえた実践的な取組

(5)幼 稚園 ・小学校間、小学校 ・中学校間、中学校 ・高等学校間の生徒指導面等での連携

についての調査研究及びその成果 を踏まえた実践的な取組

(6>そ の他 、有効 な指導方法等 の在 り方 についての調査研究及びその成果を踏 まえた実践

的な取組
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5事 業の実施方法等

(1)都 道:府県教育委員 会 は市町村等 を単位 とした 「生徒指導総合連携推進地域」を指定 し

て事業を実施することとす る。

(2)「 生 徒指 導総合 連携 推進地域 」の当該市町村等は、国立教育政策研究所及び都道府県

教育委員会との密接な連携のもとに、その助言を受けて事業を実施する。

(3)指 定 を受 けた 「生徒指導総合 連携推進地域」の当該市町村等は、 「生徒指導総合連携

推進委員会」(仮 称)を 設 けるもの とす る。

(4)「 生徒指 導総合 連携推進 委員 会(仮 称)」 は、学校 関係者 のほか、 日頃か ら地域の児童

生徒の健全育成に携わっている関係団体 ・機関等によって構成 し(既 設の組織 の見直 し

等に よって代 替することも差 し支えない。)、 当該地域 にお ける児童生徒の問題行動等

の予防や解決 と児童生徒の健全育成の在 り方に関 して協議 し、共通理解 を図 り、連携 し

てそのための取組を推進する。

(5)「 生徒 指導総合 連携推進委員 会(仮 称〉」 の中に、 「実務者会議(仮 称)」 を置 く。 「実

務 者会議(仮 称)」 は、 「生徒指導総合連携推進 委員会(仮 称)」 の構 成団体 ・機 関の問で

の児童生徒の問題行動等や健全育成に関 して実状の把握や情報交換を緊密に行い、連携

した取組を企画 し、推進する。

(6)国 立教育政策研究所 は、事業の 円滑な実施に資するため、連絡協議会を開催する。

(7)国 立教育政策 研究所 は、各指定地域での取組を深めるとともに、その成果等を全国的

に拡げてい くため、別途定める開催要項によ り、全国3か 所(東 部地 区、 中部 地区、西

部地区)で ブ ロ ック別協議会 を開催す る。

6事 業に要す る経費

国立教育政策研究所は、予算の範囲内で、この事業の実施に必要な経費を支出す る。

7事 業報告及 び委嘱経費の取扱い

(D委 嘱 を受 けた都 道府 県教育委員会 は、別途定める実績報告書及び収支精算書を作成 し、

各年度の事業終了後30日 を経過 した 日又は毎年度末のいずれか早い期 日までに、国立

教育政策研究所生徒指導研究センターに提出するものとす る。

(2>提 出 した実施 計 画書 にお いて変更す る必要があるときには、速やかに国立教育政策研

究所に報告 し、その指示 を受けるものとする。ただし各経費項 目の20%以 内の額 を変

更す る場合 にお いては この限 りではない。

(3)委 嘱経費 の収入及 び支 出に当た っては、他の経費と区分 して適当な帳簿を用い整理 し、

使途を明 らかに してお くものとす る。

8事 業実施状況等 の実態調査

国立教育政策研究所は、必要に応 じ、事業の実施状況及び経理処理状況について、実態

調査を行 う。
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(2)平 成16・17年度生徒指導総合連携推進事業指定地域一覧

(3)担 当官
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事 業 別 連 絡 先

〔教育課程研究センター関係〕

○教育課程研究指定校事業

○全国的かつ総合的な学力調査の実施に係 る研究指定校事業

○小 ・中連携教育実践研究事業

○へき地教育研究指定校事業

○教育課程の実施状況に関する自己点検 ・自己評価に係 る研究指定校事業

○評価の工夫改善に関する総合的推進地:域事業

○生 きるカ をは ぐくむ読書活動推進事業

○我が国の伝統文化を尊重す る教育に関す る実践モデル事業

国立教育政策研究所教育課程研究センター

研究開発部研究開発課指 導係

電 話

FAX

e‐mail

r

O3-3519一 一8728

kaihatu@nier.go.jp

〔生徒指導研究センター関係〕

○生徒指導総合連携推進事業

国 立 教 育 政 策 研 究所 生 徒 指 導 研 究セ ンター

電話03-3519-8723

FAXO3-3593-5612

e-mailscenter@nier.go.jp
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教育課程研究センター ・生徒指導研究センター

関係研究指定校等事業便覧(平 成17年 度)

平成17年9月

国立教育政 策研 究所

教育課程研 究センター

生徒指導研究センター

〒100-0005東 京都 千代 田区丸の内2-5-1

文 部科学省 ビル7階


